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第２部　教育の活性化とその信頼を高めるための改革

　第４章　高等教育の改革と学術研究の振興

　　第１節　高等教育の個性化・高度化

　　　（２） 高等教育機関の多様化と連携

④　単位累積加算制度とは，１つまたは複数の高等教育機関で随時必要な科目を履修し，修

得した単位を累積して加算し，一定の要件を満たした場合，大学卒業の資格が認定される

制度である。加算認定，卒業資格の認定は各大学が行う。また，大学と大学以外の高等教

育機関の間での単位互換制度を検討するとともに，その単位の累積による卒業資格を認定

したり，大学院を置かない大学や大学以外の高等教育機関における学習や研究を評価して，

それらの修了者に学士号を含む学位を授与する道を開くため，学位授与機関の創設につい

て検討する。 

「教育改革に関する第２次答申」（抜粋）
  昭和６１年４月２３日
  臨時教育審議会

エ．生涯学習体系への移行の観点からも，単位累積加算制度の導入を検討し，専修学校，教

育訓練機関等一部の学校について，大学との単位互換，単位累積加算制度への参加の道を

開くとともに，学位授与機関の創設について検討する。
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Ⅱ　具体的な方策

　三　大学院の教育課程に関する事項

　　（一）　教育方法，形態

　⑤　単位の累積加算

ア　今後，本格的な生涯学習時代を迎え，社会人が大学院に入学，再入学することが増加すると

予想される。このため，大学院教育を中断した者が再度大学院に入学した場合に，当該大学院

において教育上有益と認めるときは，他の大学院で修得した単位を含め，これまで修得した単

位を当該大学院で修得したものとみなすことが適切である。

イ　なお，一つまたは複数の高等教育機関で随時必要な科目を履修し，修得した単位を累積して

加算し，一定の要件を満たした場合に，学位が授与されるいわゆる単位累積加算制度について

は，学位授与機関の在り方に関する検討や学部段階における単位累積加算制度の検討との関連

もあり，今後更に検討する必要がある。 

「大学院制度の弾力化について（答申）」（抜粋）
  昭和６３年１２月１９日
  大 学 審 議 会

⑤　大学院教育を中断した者が再度大学院に入学した場合に，大学院において教育上有益と認

めるときは，既に修得した単位を当該大学院で修得したものとみなすことが適切である。
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　大学審議会におかれましては，一昨年１０月の「大学等における教育研究の高度化，個性化及び活性

化等のための具体的方策について」という諮問に基づき，種々の角度から精力的にご審議頂いている

ところでありますが，本日は，私が平素，大学等の充実と改革に関する重要課題と考えておりますこ

とについて申し述べ，委員各位の忌憚のない御意見を承りますとともに，引き続き，これらにつきま

して，本審議会において改めて重点的にご審議頂きますよう，お願いする次第であります。

　第三は，学位授与機関の創設についてであります。

　生涯学習体系への移行，多様な高等教育機関の発展等の観点から，いわゆる単位累積加算制度（複

数の高等教育機関で随時修得した単位を累積して加算し，一定の要件を満たした場合，大学卒業の資

格を認定し，学士の称号を付与するという制度）を設けるとともに，大学や大学院と実質的に同程度

の教育研究が行われている高等教育機関について，その修了者に対し，学士の称号の付与，学位の授

与を行い得るようにする必要があると考えております。

　このため，イギリスの全国学位授与評議会，いわゆる CNAAのような，大学と同様の権限を有する

学位授与機関を我が国にも創設いたしたいと考えておりますので，その具体的な構想について，国際

的な通用性にも配慮しつつ，ご検討頂きたいと存じます。 

文部大臣の審議要請（抜粋）
  平成元年３月１４日
  大学審議会総会
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はじめに

　本審議会は，昭和６２年１０月２９日，文部大臣から，「大学等における教育研究の高度化，個性化及び活

性化等のための具体的方策について」諮問を受けて以来，多岐にわたる高等教育改革の課題について

調査審議を進めている。

　このうち学位授与機関の問題については，大学教育部会（昭和６３年９月設置）及び大学院部会（昭

和６３年３月設置）において，生涯学習体系への移行及び高等教育機関の多様な発展等の観点から調査

研究を行ってきた。この場合，現行制度においては，大学卒業者の称号として位置付けられている学

士について，諸外国と同様に学位を位置付けることを前提に検討を行った。また，２度にわたって両

部会における審議の概要を総会に報告して公表するとともに，関係者からのヒアリングを行うなど専

門的かつ慎重な審議を重ねてきた。

　本審議会は，その結果に基づき，さらに総会で審議を行い，このたび，学位授与機関の創設につい

て結論を得たので，逐次答申の要請に応じ，ここに答申を行うものである。

１　学位授与機関の必要性

①　今日，生涯を通じての学習活動への関心・意欲はますます高度化，多様化してきており，また，

急激な社会の変化と進展に対応し，たえず新たな知識，技術を修得できるような教育システムの

形成が求められている。

　　このような社会的な要請に応えるためには，大学が，科目登録制（特定の授業科目の単位修得

を目的とする学生を受け入れる制度）やコース登録制（コースとして設定された複数の授業科目

の単位修得を目的とする学生を受け入れる制度）などいわゆるパートタイムでの学習機会の提供

や，大学以外の高等教育段階の学習の成果を大学の単位として認定すること，さらには，これら

の多様な学習の成果の累積による学士の学位の授与を行い得るような，制度の弾力化を図る必要

がある。

②　しかしながら，大学は，当該大学に在籍する学生に対する教育を行い，その成果を評価して学

士の学位を授与するものであるから，現に大学に在籍していない者を含めて，個々の大学をこえ

た複数の大学における学習の成果や，大学以外の高等教育段階における多様な学習の成果を適切

に評価し，これに学士の学位を授与し得るようにするためには，個々の大学による学士の学位の

授与だけでは自ずから限界がある。

③　一方，学位は，学術の中心として自律的に高度の教育研究を行う大学が授与するものとされて

いる。この考え方は，国際的にも原則として定着しており，かつ，我が国の学位の国際的通用性

を考えると，大学による学位授与という原則は，基本的に維持する必要がある。

④　したがって，大学による学位授与という原則を維持しつつ，様々な履修形態による多様な学習

の成果を適切に評価し，大学の修了者と同等の水準にあると認められる者に対して，高等教育修

了の証明としての学士の学位を授与するという社会的な要請に的確に応えるためには，国公私立

の大学関係者の参画を得て，大学と同様に自主的な判断により学位を授与する独立の機関として，

学位授与機関を創設する必要がある。

⑤　また，高等教育段階の教育施設のなかには，大学のほかにも，大学・大学院と同等の水準の教

育研究を組織的・体系的に行っている教育施設がある。

「学位授与機関の創設について（答申）」
  平成３年２月８日
  大 学 審 議 会



201

　　これらの教育施設において組織的・体系的な教育を受けた者で，大学・大学院の修了者と同等

の水準にあると認められる者については，その履修の成果が社会的に適切に評価されるようにす

るため，その水準に応じ，学士，修士，博士の学位を授与し得るようにすることが要請されてい

る。

⑥　しかしながら，これらの教育施設は，大学とは趣旨，目的，使命を異にするものであるから，

これらを学位授与権を有する大学として認可することはできない。また，これらの大学以外の教

育施設に学位授与権を認めることは，大学による学位授与という原則に照らして適当ではない。

　　したがって，大学による学位授与という原則を維持しつつ，このような要請に応えていく上で

も，学位授与機関の創設が必要である。

２　学位授与機関の役割

　爬　短期大学・高等専門学校の卒業者等で一定の要件を満たした者に対する学士の学位の授与

①　複数の高等教育機関で履修し，修得した単位を評価するシステムとしては，短期大学や高等

専門学校から大学への編入学，大学・短期大学間の単位互換，再入学時の既修得単位の認定等

の制度が設けられているが，これらは，いずれも最終的には，大学の正規の課程の卒業を必要

とするものである。

②　今後の生涯学習ニーズの高度化，多様化に対応し，将来的には，単位の累積のみにより，大

学の修了者と同等の水準にあると認められる者について，広く学士の学位を授与する途を開く

ことも考えられる。しかしながら，このような単位の累積のみによる学士の学位授与のシステ

ムを直ちに導入することについては，累積する単位の内容や学士の学位授与の要件等，なお慎

重に検討を要する課題があると考えられる。

　　このため，当面，現行制度を一歩進め，大学等において相当程度まとまった教育を受けた者

が，さらに，いわゆるパートタイムでの履修等により，一定の学習を体系的に積み重ね，大学

の修了者と同等の水準にあると認められる場合に，学士の学位を授与する途を開くこととする

ことが適当であると考えられる。

③　したがって，学位授与機関においては，当面，大学に一定期間在学した者や，現行制度上大

学への編入学が認められている短期大学卒業者及び高等専門学校卒業者が，そのまとまりのあ

る履修の成果を基礎として，さらに大学の科目登録制又はコース登録制や短期大学の専攻科に

おいて一定の単位を体系的に修得し，学位授与機関の定める要件を満たした場合に限って，学

士の学位を授与することとすることが適当である。

④　その際，特に短期大学の専攻科における履修の成果の評価に当たっては，全体としての学校

体系の整合性を十分考慮しつつ，学位授与機関において適切に評価して学士の学位の授与を行

い得る仕組みを整える必要がある。

⑤　また，本審議会では，別途「高等専門学校教育の改善について」答申を行い，高等専門学校

に専攻科を設置する途を開くよう提言しているが，そのような制度改正が行われた場合には，

高等専門学校の専攻科における履修の成果についても，短期大学の専攻科と同様の取扱いを考

慮する必要がある。

⑥　なお，一般的な単位累積加算システム等高等教育レベルの学習成果の評価の在り方について

は，本審議会において，学位授与機関の展開の状況を考慮しつつ，引き続き検討していくこと

が必要であるが，学位授与機関においても，その役割にかんがみ，このことに関しての具体的

な調査研究機能を果たすことが適当である。

　爰　高等教育段階の学習機会に関する情報の提供

①　学位授与機関が，その活動を通じて収集した高等教育段階の学習機会に関する情報を，広く

大学等の高等教育機関や学習者に対して提供し，様々な形態による学習機会へのアクセスとそ

の学習の成果の適切な評価に資することが適当である。

②　また，中央教育審議会の「生涯学習の基盤整備について（答申）」（平成２年１月３０日）にお
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いて，生涯学習に関する情報の提供や，各種の生涯学習施設相互の連携を推進し，人々の生涯

学習を支援するため，それぞれの地域の生涯学習の推進のための中心機関となる「生涯学習推

進センター」の設置が提言されている。今後，このようなセンターの設置が進めば，学位授与

機関が，これらのセンターと連携することにより，その情報提供を効果的に行っていくことを

検討することが望まれる。

　爲　大学以外の高等教育施設において組織的・体系的な教育を受けた者に対する学位授与

①　大学以外の教育施設のうち，大学・大学院と同等の水準の教育研究を実施していると認めら

れる一定の要件を備える施設において，組織的・体系的な教育を受け，学位授与機関の定める

条件を満たした者に対して，学位授与機関が，これらの者からの申請に基づき，その水準に応

じ，学士，修士，博士の学位を授与することとする。

②　このため，学位授与機関は，当該教育施設の課程において大学・大学院と同等の水準の教育

研究が実施されているかどうかを審査するとともに，例えば，一定期間ごとに当該課程におけ

る教育研究の実施状況を審査したり，当該課程のカリキュラム等を変更するときには改めて審

査することとすることなど，学位授与水準を確保するための当該課程に対する審査の仕組みを

設けることとする。

③　審査の対象となる課程については，学位授与機関は，大学による学位授与という原則を維持

しつつ，大学以外の教育施設において組織的・体系的な教育を受けた成果を評価して，学位を

授与し得る途を開くものであることにかんがみ，次のような条件を満たすものについて，学位

授与機関が個別に判断し，認定することが適当である。

１）当該課程が，専ら国の特定機関の職員を対象とすること等の理由により，学校教育法及び

国家行政組織法体系上，大学・大学院の課程としては設置できないものであること。

２）教育課程，修了要件，教員組織，施設設備等が大学・大学院の課程と同等と認められるも

のであること。

３）学校教育法体系において大学以外の学校の正規の課程として位置付けられているものでは

ないこと。

④　また，学位授与機関が学位授与を行うに当たっては，上記により大学・大学院と同等と認め

られた課程の修了者について学位授与機関の定める要件を満たすかどうか慎重に審査を行い，

特に修士，博士の学位については，当該課程の修了者に対して学位授与機関が論文審査等を行

うなど，十分な審査を行う仕組みを設ける必要がある。

⑤　なお，学位授与機関が行う修士，博士の学位の授与については，上記③の課程において体系

的・組織的な教育を受けた者だけを対象とするものであり，学位授与機関は論文博士の授与を

行わないことが適当である。

３　学位授与機関の位置付け等

　学位は，学術の中心として自律的に高度の教育研究を行う大学が授与することが国際的にも原則と

されていることから，学位授与機関は，国公私立の大学関係者の参画を得て運営を行い，その専門的

な判断に基づき自律的に学位授与を行う，大学の延長線上の機関として，大学共同利用機関と同様の

位置付けを行い，同様の運営の仕組みを設ける必要がある。

　また，その組織編制等については，その専門的な任務の遂行及び学位の水準の確保の観点から，主

要な専門分野については，所要の専任の教員等を配置するとともに，専門分野ごとに専門委員会を設

け，高度の学識を有する国公私立大学の教員・研究者等の参加を得て，大学関係者が共同して適切な

審査を行い，学位を授与する体制を整えることが必要である。 
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１．当分の間，総合研究大学院大学（以下「準備大学」という。）に，学位授与機関の創設調査に関す

る事務を処理するため，創設調査室を置く。

２．創設調査室に，室長，主幹その他必要な職員を置き，室長は準備大学の長が適当と認める者をもっ

て，主幹は事務職員をもってそれぞれ充てる。

３．準備大学に学位授与機関の組織編成，施設・設備その他の創設調査に関する重要事項を審議する

機関として，創設調査委員会を置く。

　　創設調査委員会には，必要に応じ，専門部会を置くことができる。

４．創設調査委員会は，準備大学の長が適当と認める者で組織する。

５．創設調査室の事務室は，文部省内に置く。

６．その他創設調査室及び創設調査委員会の運営等に関する細目については，準備大学の長が定める。

　附　則

　この要項は，平成２年６月８日から実施する。 

学位授与機関の創設調査組織要項
  平成２年６月８日
  文 部 大 臣 裁 定
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（目的）

第１条　この要項は，学位授与機関の創設調査組織要項（平成２年６月８日文部大臣裁定）第６項の

規定に基づき，学位授与機関創設調査室（以下「創設調査室」という。）及び学位授与機関創設調査

委員会（以下「創設調査委員会」という。）の円滑な運営を図るため，その組織及び運営に関する細

目を定めることを目的とする。

（創設調査室）

第２条　創設調査室においては，学位授与機関（以下「機関」という。）の創設調査に関する事務を処理する。

２　創設調査室に，室長，主幹その他必要な職員を置く。

３　室長は，学長が適当と認める者をもって充て，創設調査に関する事務を総轄する。

４　主幹は，事務職員をもって充て，上司の命を受けて事務を処理する。

（創設調査委員会の任務）

第３条　創設調査委員会は，機関の創設に関する重要事項を審議する。

２　創設調査委員会においては，次に掲げる事項を審議する。

　一　機関の組織編成及び運営上の諸問題に関する事項

　二　機関の施設・設備に関する事項

　三　その他創設調査委員会が必要と認めた事項

（創設調査委員会の組織及び運営）

第４条　創設調査委員会は，学識経験者をもって組織する。

第５条　創設調査委員会に委員長を置く。

２　委員長は，創設調査委員会委員（以下「委員」という。）の互選による。

３　委員長は，創設調査委員会を招集し，その議長となる。

４　委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員が，その職務を代行する。

第６条　委員は総合研究大学院大学長（以下「学長」という。）が委嘱する。

第７条　創設調査委員会は，委員の過半数が出席しなければ議決をすることができない。

２　創設調査委員会の議事は出席した委員の過半数をもって決し，可否同数の時には，委員長の決す

るところによる。

３　その他創設調査委員会の運営に関し，必要な事項は，創設調査委員会が定める。

（専門部会）

第８条　創設調査委員会は，必要に応じ，特定の事項について審議するため，専門部会を置くことが

できる。

（専門部会の構成員）

第９条　専門部会の構成員は，次に掲げる者をもって充てる。

　一　委員のうち，学長が委嘱した者

　二　その他学識経験者のうち，学長が委嘱した者

　　附　則

　１　この要項は，平成２年６月８日から実施する。

　２　室長は，当分の間，非常勤とすることができる。 

学位授与機関創設調査室及び創設調査委員会組織運営要項
  平 成 ２ 年 ６ 月 ８ 日
  総合研究大学院大学長裁定
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１　学位授与機関の構想

（１）　検討の経過

　臨時教育審議会は，昭和６１年４月，教育改革に関する第二次答申において，高等教育機関の多様化

と連携の問題に関して，「生涯学習体系への移行の観点からも，単位累積加算制度の導入を検討し，専

修学校，教育訓練機関等一部の学校について，大学との単位互換，単位累積加算制度への参加の道を

開くとともに，学位授与機関の創設について検討する」ことを提言した。

　大学審議会は，昭和６３年１２月，「大学院制度の弾力化について」の答申において，「一つまたは複数

の高等教育機関で随時必要な科目を履修し，修得した単位を累積して加算し，一定の要件を満たした

場合に，学位が授与されるいわゆる単位累積加算制度については，学位授与機関の在り方に関する検

討や学部段階における単位累積加算制度の検討との関連もあり，今後更に検討する必要がある」と述

べ，平成元年３月，文部大臣は，大学審議会に対して，学位授与機関の創設について重点的な審議を

要請した。

　これを受けて，大学審議会は，「現行制度においては，大学卒業者の称号として位置付けられている

学士について，諸外国と同様に学位に位置付ける」ことを前提として，大学教育部会及び大学院部会

で調査研究に取り組み，両部会は，平成元年７月，平成２年７月の両度にわたって，その審議経過概

要の中に，この問題に関する審議の内容を取りまとめ，大学審議会総会に報告するとともに，一般に

公表して関係者の意見を徴した。

　その結果，平成３年１月８日に「学位授与機関に関する大学教育部会・大学院部会合同報告」が大

学審議会総会に提出され，大学審議会は，同年２月８日，「学位授与機関の創設について」答申したと

ころである。

　一方，文部省は，上記の臨時教育審議会及び大学審議会での検討の動向を踏まえて，学位授与機関

の具体的な構想の調査研究を進めるため，平成２年６月，文部大臣裁定により「学位授与機関の創設

調査組織要項」を定め，「学位授与機関創設調査室」及び「学位授与機関創設調査委員会」を置いた。

学位授与機関創設調査委員会は，「生涯学習等専門部会」と「課程指定・学位授与専門部会」を設置し

て，大学審議会における検討経過に基づき，学位授与機関の組織編制，業務内容その他の創設準備に

関する重要事項の審議にあたってきた。

（２）　学位授与機関の必要性

　　平成３年２月８日の大学審議会の「学位授与機関の創設について」の答申は，学位授与機関の必

要性について，次のように述べている。

「学位授与機構の構想の概要について」
  平 成 ３ 年 ２ 月
  学位授与機関創設調査委員会

①　今日，生涯を通じての学習活動への関心・意欲はますます高度化，多様化してきており，また，

急激な社会の変化と進展に対応し，たえず新たな知識，技術を修得できるような教育システムの

形成が求められている。

　　このような社会的な要請に応えるためには，大学が，科目登録制（特定の授業科目の単位修得

を目的とする学生を受け入れる制度）やコース登録制（コースとして設定された複数の授業科目

の単位修得を目的とする学生を受け入れる制度）などいわゆるパートタイムでの学習機会の提供

や，大学以外の高等教育段階の学習の成果を大学の単位として認定すること，さらには，これら

の多様な学習の成果の累積による学士の学位の授与を行い得るような，制度の弾力化を図る必要
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（３）　具体的構想－ 創設の趣旨と目的

　　本学位授与機関創設調査委員会においては，上記の諸提言を踏まえつつ，その具体的な在り方に

ついての調査研究を行い，大要以下のような結果を取りまとめた。

　　創設されるべき学位授与機関は，大学に準ずる自律的機関として，国公私立大学の協カを得て，

高等教育段階の様々な学習の成果を評価し，大学・大学院の修了者と同等の水準にあると認められ

る者に対して，学位（学士，修士，博士）を授与することを主な目的とする。

　　この場合，①大学における科目登録制・コース登録制などによるパ－トタイム履修，高等教育レ

ベルでの単位互換，さらには生涯学習体系の進展に伴う単位累積加算制度の導入とその定着等の高

等教育の弾力化に対応する部分と，②各省庁大学校など大学・大学院と同等の組織的・体系的な教

育を行う施設で，制度上，大学・大学院の認可を与えられないものの修了者に対する学位の授与の

部分とがある。

　　後者の②については，該当教育施設の選定，課程の認定，履修成果ないし研究結果の審査確認等

の要件を満たすことにより実施することが可能である。

　　しかし，前者の①については，関連する諸制度の整備，高等教育における実態の進展・定着に待

たねばならぬ点が多く，本委員会としては，前述の大学審議会の答申の趣旨を踏まえ，当面着手し

得る第一の段階として，さしあたり，短期大学・高等専門学校の卒業者等で一定の要件を満たした

者に対する学士の学位の授与の方策について取りまとめることとした。

　　しかしながら，学位授与機関に期待される役割を将来の生涯学習社会において十分に果たしてい

くためには，学位授与機関において，高等教育レベルの学習成果の評価の在り方について，さらに

調査研究を重ね，ことに，大学以外の多様な学習の成果を大学の単位として認定することにかかわ

がある。

②　しかしながら，大学は，当該大学に在籍する学生に対する教育を行い，その成果を評価して学

士の学位を授与するものであるから，現に大学に在籍していない者を含めて，個々の大学をこえ

た複数の大学における学習の成果や大学以外の高等教育段階における多様な学習の成果を適切に

評価し，これに学士の学位を授与し得るようにするためには，個々の大学による学士の学位の授

与だけでは自ずから限界がある。

③　一方，学位は，学術の中心として自律的に高度の教育研究を行う大学が授与するものとされて

いる。この考え方は，国際的にも原則として定着しており，かつ，我が国の学位の国際的通用性

を考えると，大学による学位授与という原則は，基本的に維持する必要がある。

④　したがって，大学による学位授与という原則を維持しつつ，様々な履修形態による多様な学習

の成果を適切に評価し，大学の修了者と同等の水準にあると認められる者に対して，高等教育修

了の証明としての学士の学位を授与するという社会的な要請に的確に応えるためには，国公私立

の大学関係者の参画を得て，大学と同様に自主的な判断により学位を授与する独立の機関として，

学位授与機関を創設する必要がある。

⑤　また，高等教育段階の教育施設の中には，大学のほかにも，大学・大学院と同等の水準の教育

研究を組織的・体系的に行っている教育施設がある。

　　これらの教育施設において組織的・体系的な教育を受けた者で，大学・大学院の修了者と同等

の水準にあると認められる者については，その履修の成果が社会的に適切に評価されるようにす

るため，その水準に応じ，学士，修士，博士の学位を授与し得るようにすることが要請されてい

る。

⑥　しかしながら，これらの教育施設は，大学とは趣旨，目的，使命を異にするものであるから，

これらを学位授与権を有する大学として認可することはできない。また，これらの大学以外の教

育施設に学位授与権を認めることは，大学による学位授与という原則に照らして適当ではない。

　　したがって，大学による学位授与という原則を維持しつつ，このような要請に応えていく上で

も，学位授与機関の創設が必要である。
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る基礎的諸問題並びにいわゆる単位累積加算制度の具体案について，検討を進めなくてはならない。

　　また，高等教育段階の様々な学習機会とその内容・アクセスの方法などについての情報を収集し，

広く学習者や高等教育機関に提供することも，この機関の目的を達成する上に不可欠かつ重要な機

能であると考えられる。

２　設置形態等

（１）　名　称

　　学位授与機構とする。

（２）　設置形態

　　高度の学識を有する国公私立大学の教員等の参画を得て，大学関係者が共同して学位の授与等の

審査を行うという機関の性格にかんがみ，大学共同利用機関と同様の位置付けの独立した機関（国

立）として設置する。

（３）　所在地

　　当面，神奈川県横浜市に置く。

（４）　開設時期

　　平成３年７月（予定）

３　業　務

　　学位授与機構（以下「機構」という。）は，当面，以下の業務を行う。

（１）　短期大学・高等専門学校の卒業者等で一定の要件を満たした者に対する学士の学位の授与

　　短期大学・高等専門学校の卒業者や大学に一定期間在学した者等で，大学の科目登録制・コース

登録制及び本機構の定める一定の要件を満たす短期大学・高等専門学校の専攻科において所定の単

位を修得し，大学の修了者と同等の水準にあると認められる者に対し，学士の学位を授与する。

　　なお，高等専門学校の専攻科については，平成３年２月８日の大学審議会の「高等専門学校教育

の改善について」の答申において，その制度化が提言されているものであり，そのような制度改正

が行われることを前提としている。

　①　学士の学位の授与要件

ア　学士の学位は，次の各号の一に該当する者で，大学の科目登録制・コース登録制及び本機構

の定める一定の要件を満たす短期大学・高等専門学校の専攻科において本機構の定めるところ

により所定の単位を修得し，かつ本機構の行う学士の学位の授与の審査に合格した者に対して，

授与する。

　　　１）短期大学卒業者

　　　２）高等専門学校卒業者

　　　３）大学に２年以上在学し６２単位以上修得した者など上記に準ずる者

イ　上記アの本機構の定めるところにより修得すべき単位数については，大学審議会で提言され

ている大学設置基準の大綱化の実施状況及び授与する学士の専攻分野に即して，さらに具体の

検討を行うこととするが，基本的には，下記の方針により取り扱う。

　なお，下記爬の修得すべきそれぞれの単位数のうち，本機構が定める一定単位数以上は，大

学において修得することを要することとする。

　［２年制短期大学・高等専門学校卒業者等の場合］

爬　２年制短期大学・高等専門学校卒業者等が大学の科目登録制・コース登録制及び短期大学・

高等専門学校の専攻科において修得すべき単位数は，６２単位以上とする。

爰　取得する学士の専攻分野に係る修得すべき単位数は，大学の科目登録制・コース登録制及び

短期大学・高等専門学校の専攻科における修得単位と，短期大学・高等専門学校等における既

修得単位を合わせて６２単位以上とする。

爲　修得すべき単位数は，２年以上にわたって修得することとする。

［３年制短期大学卒業者等の場合］

爬　３年制短期大学卒業者（９３単位以上修得することを卒業の要件とするものに限る）等が大学



208

の科目登録制・コース登録制及び短期大学の専攻科において修得すべき単位数は，３１単位以上

とする。

爰　取得する学士の専攻分野に係る修得すべき単位数は，大学の科目登録制・コース登録制及び

短期大学の専攻科における修得単位と，短期大学等における既修得単位を合わせて６２単位以上

とする。

爲　修得すべき単位数は，１年以上にわたって修得することとする。

　②　学士の学位の授与の審査

ア　上記①の学士の学位の授与を行うに当たっては，学士の学位の授与の申請があった者につい

て，修得単位及びその履修の内容が当該学士の学位の授与に相当するか否か及び当該申請者が

大学修了者と同等の水準の学力を有するか否かを審査する。

　　この場合，学習の達成度を確認するための適切な方法（例えば，試験，レポートの審査等）

については，授与する学士の専攻分野等に応じ，引き続き検討する。

イ　学士の学位の授与の審査は，本機構に置かれる審査会及び専門委員会が行う。

ウ　専門委員会は，学士の学位の授与の申請があった者につき，修得単位，履修内容及び学習達

成度を審査し，その結果を審査会に報告する。

エ　審査会は，各専門委員会の報告を受けて学士の学位の授与の可否を審査し，その結果を本機

構の長（以下「機構長」という。）に報告する。

オ　機構長は，審査会の審査結果の報告に基づき，学士の学位を授与する。

　③　短期大学・高等専門学校の専攻科の認定

ア　上記①のアの本機構の定める一定の要件を満たす短期大学・高等専門学校の専攻科は，本機

構において，教育課程，教員組織，施設設備等が充実しており，大学教育に相当する水準の教

育を実施しているとあらかじめ認定する専攻科とする。

イ　本機構は，短期大学又は高等専門学校の長からの申し出に基づき，上記アの認定のための審

査を行う。

ウ　専攻科の認定のための審査は，審査会及び専門委員会が行う。

エ　専門委員会は，本機構があらかじめ定める基準に準拠して，当該専攻科の教育課程，教員組

織，施設設備等について審査を行い，その結果を審査会に報告する。

オ　審査会は，各専門委員会の報告を受けて専攻科の認定の可否を審査し，その結果を機構長に

報告する。

カ　機構長は，審査会の審査結果の報告に基づき，上記アの専攻科として認定する。

キ　認定した専攻科において，教育課程など本機構が定める一定の事項を変更するときには，改

めて審査を行う。

ク　当該専攻科における教育研究の実施状況等について，一定期間ごとに審査を行うことがある。

　④　その他

　　　上記①アの１）～３）に掲げた者で学士の学位の取得を希望する者が，大学の科目登録制・コー

ス登録制及び短期大学・高等専門学校の専攻科において単位を修得しようとする場合，本機構が

単位修得状況を適切に把握し，円滑に学士の学位を授与し得るようにするため，学士の学位の取

得を希望する者があらかじめ本機構に申請し登録する仕組みを設けることが適当である。

（２）　大学以外の教育施設において組織的・体系的な教育を受けた者に対する学位の授与大学以外

の教育施設の課程で，本機構が大学・大学院と同等の水準にあると認める課程において，組織的・

体系的な教育を受け，本機構の定める要件を満たした者に対し，本機構は，これらの者の申請に基

づき，その水準に応じ，学士，修士，博士の学位を授与する。

　①　学位の授与の要件

ア　学士の学位は，本機構が大学の学部と同等の水準にあると認める課程を修了し，かつ，本機

構に学士の学位の授与の申請があった者に対して，審査の上，授与する。

イ　修士の学位は，本機構が大学院修士課程と同等の水準にあると認める課程を修了し，かつ，
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本機構に修士の学位の授与の申請があった者で，本機構の行う修士論文の審査及び試験に合格

した者に授与する。

　　ただし，本機構が適当と認める場合には，特定の課題についての研究（事例研究，制作等）

の成果をもって修士論文に代えることができるものとする。

ウ　博士の学位は，本機構が大学院博士課程と同等の水準にあると認める課程を修了し，かつ，

本機構に博士の学位の授与の申請があった者で，本機構の行う博士論文の審査及び試験に合格

した者に授与する。

エ　なお，修士，博士の学位の授与については，本機構が大学院と同等の水準にあると認める教

育施設の課程において組織的・体系的な教育を受けた者だけを対象とすることとし，論文博士

の授与は行わないこととする。

　②　学位の授与の審査

ア　学位の授与の審査は，大学・大学院と同等の水準において行う。

イ　学士の学位の授与の審査は，審査会が行う。

ウ　審査会は，学士の学位の授与の申請があった者につき，当該教育施設の長の単位修得及び課

程修了に係る証明を審査・確認し，その結果を機構長に報告する。

エ　修士，博士の学位の授与の審査は，審査会及び専門委員会が行う。

オ　専門委員会は，修士，博士の学位の授与の申請があった者につき，複数の専門委員による学

位論文（修士の場合にあっては，特定の課題についての研究の成果を含む。以下同じ。）の審査

及び試験を行い，その結果を審査会に報告する。

カ　審査会は，各専門委員会による学位論文の審査及び試験の結果の報告を受けて，修士，博士

の学位の授与の可否を審査し，その結果を機構長に報告する。

キ　機構長は，審査会の審査結果の報告に基づき，学位を授与する。

　③　大学・大学院と同等の水準にあると認める課程の要件

　大学以外の教育施設の課程のうち，本機構がその修了者に学士，修士，博士の学位を授与する

対象として扱うものは，次の各要件を満たすものとする。

ア　当該課程が，専ら国の特定機関の職員を対象とする教育施設の課程など大学・大学院に相当

する教育を組織的・体系的に行う課程で，学校教育法及び国家行政組織法体系上，大学・大学

院の課程としては設置できないものであること。

イ　当該課程の教育課程，修了要件，教員組織，施設設備等が，学校教育法，大学設置基準，大

学院設置基準等の関係規程等に照らして，大学・大学院の課程と同等と認められるものである

こと。

ウ　学校教育法体系において大学以外の学校の正規の課程として位置付けられているものではな

いこと。

　④　大学以外の教育施設の課程の審査

ア　本機構は，教育施設の長からの申し出に基づき，当該教育施設の課程が，大学・大学院の課

程と同等の水準にあると認められるか否かを審査する。

イ　課程の審査は，審査会及び専門委員会が行う。

ウ　専門委員会は，当該課程の教育課程，修了要件，教員組織，施設設備等について審査を行い，

その結果を審査会に報告する。

エ　審査会は，各専門委員会の報告を受けて課程の認定の可否を審査し，その結果を機構長に報

告する。

オ　機構長は，審査会の審査結果の報告に基づき，当該課程が上記③の要件を満たすと認められ

る場合には，本機構の学位授与に関し大学・大学院の課程と同等の水準にある課程として認定

する。

カ　認定した課程において，教育課程，修了要件など本機構が定める一定の事項を変更するとき

には，改めて課程の審査を行う。
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キ　当該課程における教育研究の実施状況等について，一定期間ごとに審査を行う。

（３）　高等教育レベルの学習成果の評価の在り方に関する調査研究

ア　本機構が，学習の成果を評価し学位を授与するという業務を適切に行うとともに，今後の生

涯学習体系のなかにおいて本機構に要請される役割を十分果たしていくためには，学習の成果

の評価に関する調査研究を進めていくことが不可欠である。

イ　とくに，広く大学以外での様々な学習の成果を大学の単位として認定し，また，それらを含

めて大学レベルの学習の成果を累積することにより学士の学位を授与するいわゆる単位累積加

算制度など，学習の成果を適切に評価するシステム，あるいは評価にかかわる基本的問題につ

いて，本機構が，具体的な調査研究を進めていくことが必要である。

ウ　このような調査研究を行うため，本機構に調査研究部門を置き，その体制の整備を図るとと

もに，国公私立大学の教員等との共同研究を推進する。

エ　また，この問題に関し，国際的な研究交流を進めることも重要である。

（４）　高等教育段階の学習機会に関する情報の提供

ア　生涯学習社会の進展に伴い，大学等の生涯学習に果たす役割が増大し，高等教育へのアクセ

スの多様化，大学等での履修形態の柔軟化及び多彩な学習機会の提供が進みつつある。このよ

うな状況の下で，学習を志す者が，学習機会を適切に選択し，自主的に学習を行うためには，

学習情報の豊富な提供が必要となっている。

イ　このような要請に応えるため，本機構は，大学の科目登録制・コース登録制，短期大学・高

等専門学枚の専攻科をはじめとする高等教育段階の様々な学習機会とその内容，アクセスの方

法等に関する情報を収集し，広く大学等の高等教育機関や学習者に，これらの情報を提供する

とともに，これらの情報の提供を適切に行うためのシステムの開発や体制の整備を図る必要が

ある。

ウ　その際，本機構に登録する学習者に対し，適切な情報を提供する方策についても，検討する

こととする。

エ　また，これらの高等教育段階の学習機会に関する情報の提供にあたって，中央教育審議会の

平成２年１月の答申「生涯学習の基盤整備について」において提言されている「生涯学習推進

センター」との連携についても検討する。

４　組織・運営

　機構の趣旨・目的・業務にかんがみ，基本的に大学共同利用機関と同様の組織・運営とする。

（１）　組織

ア　本機構に機構長，審査研究部及び管理部を置く。

イ　審査研究部に審査部門及び調査研究部門を置き，所要の専任教員等を配置する。

ウ　審査部門においては，学位の授与，短期大学・高等専門学校の専攻科の認定及び大学以外の

教育施設の課程の認定に関する審査業務を行う。

エ　調査研究部門においては，高等教育レベルの学習成果の評価の在り方等に関する調査研究を

行う。

オ　管理部においては，庶務，会計その他の事務を処理する。

（２）　管理運営

ア　広く国公私立大学関係者の参画を得て本機構を運営するため，本機構に評議員会及び運営委

員会を置く。

イ　評議員会は，本機構の事業計画その他の管理運営に関する重要事項について，機構長に助言

する。

　　評議員は，大学の学長その他の学識経験のある者のうちから，機構長の推薦を受けて，文部

大臣が任命する。

ウ　運営委員会は，本機構の事業の運営実施に関する事項で機構長が必要と認めるものについて，

機構長の諮問に応じる。
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　　運営委員は，本機構の専任教員並びに大学の学長及び教員その他の学識経験のある者のうち

から，機構長の推薦を受けて，文部大臣が任命する。

（３）　審査組織

ア　学位の授与，短期大学・高等専門学校の専攻科の認定及び大学以外の教育施設の課程の認定

に係る審査を行うため，本機構に審査会を置き，審査会に専門委員会を置く。

イ　専門委員会は，学位の授与の申請者に係る修得単位等の審査・学力の判定・学位論文の審査

及び試験，短期大学・高等専門学校の専攻科及び大学以外の教育施設の課程の教育課程・教員

組織等の専門的事項の審査を行う。

　　専門委員会は，専門分野，審査対象に応じて，それぞれの業務に必要な専門委員で組織する。

ウ　審査会は，各専門委員会の審査結果に関する報告を受けて，学位の授与，短期大学・高等専

門学校の専攻科の認定及び大学以外の教育施設の課程の認定の可否の審査を行う。

エ　審査会の委員及び各専門委員会の専門委員は，本機構の専任教員及び国公私立大学の教員そ

の他の学識経験のある者のうちから，機構長が運営委員会の意見を聴いて任命する。

 

（参考）

学位授与機関創設調査委員会委員名簿（平成２年度）

職　　　　　名氏　　　名

　学位授与機関創設調査室長

　前　名古屋大学長

　東京国立博物館長

　名古屋大学教授

　放送教育開発センター教授

　筑波大学教授

　早稲田大学教授

　東京工業大学長

　前　九州大学長

　慶応義塾大学教授

　中央大学教授

　学校法人一宮女学園理事長

　一宮女子短期大学長

　岐阜工業高等専門学校長

〇飯　島　宗　一

　井　内　慶次郎

　潮　木　守　一

　喜多村　和　之

　黒　羽　亮　一

　示　村　悦二郎

　末　松　安　晴

　田　中　健　藏

　田　村　　　茂

　戸　田　修　三

　吉　田　武　郎

　脇　田　　　仁
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生涯学習等専門部会委員名簿

職　　　　　名氏　　　名 

　学位授与機関創設調査室長

　前　名古屋大学長

　東京国立博物館長

　立教大学教授

　放送教育開発センター教授

　筑波大学教授

　早稲田大学教授

　東横学園女子短期大学長

　筑波大学教授

　学校法人一宮女学園理事長

　一宮女子短期大学長

　岐阜工業高等専門学校長

〇飯　島　宗　一

　井　内　慶次郎

　岡　本　包　治

　喜多村　和　之

　黒　羽　亮　一

　示　村　悦二郎

　高　鳥　正　夫

　山　本　恒　夫

　吉　田　武　郎

　脇　田　　　仁

課程指定・学位授与専門部会委員名簿

 職　　　　　名氏　　　名

　学位授与機関創設調査室長

　前　名古屋大学長

　名古屋大学教授

　東京工業大学長

　東京大学教授

　千葉大学教授

　前　九州大学長

　慶応義塾大学教授

　中央大学教授

　明治大学教授

　広島大学助教授

〇飯　島　宗　一

　潮　木　守　一

　末　松　安　晴

　菅　野　卓　雄

　橘　　　正　道

　田　中　健　藏

　田　村　　　茂

　戸　田　修　三

　藤　田　　　宏

　安　原　義　仁
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（８）
　

�
　

　このたび，別添１のとおり「国立学校設置法及び学校教育法の一部を改正する法律」（平成３年法律

第２３号。以下「改正法」という。）が平成３年４月２日に公布され，同年７月１日から施行されること

となりました。

　また，別添２のとおり「学位規則の一部を改正する省令」（平成３年文部省令第２７号。以下「改正省

令」という。）が，平成３年６月３日に公布されるとともに，別添３及び４のとおり平成３年文部省告

示第７２号及び第７３号が平成３年６月５日に告示され，同年７月１日から施行されることとなりました。

　改正法及び改正省令の趣旨は，従来称号として位置付けられていた学士を学位として位置付けると

ともに，生涯学習体系への移行及び高等教育機関の多様な発展の観点から，学位授与機構を新設し，

同機構が高等教育段階の様々な学習の成果を評価して学位の授与を行うこととしたほか，修士及び博

士の種類を廃止するなど学位制度の見直しを行い，併せて，国立の大学及び短期大学部の設置・廃止

を行うこととしたものであります。

　これらの改正のうち，学位に関する事項の概要及び留意点等は下記のとおりですので，十分御了知

の上，それぞれ関係のある事項についてその運用に遺憾のないようお取り計らい下さい。

記

第１　学士を学位に位置付けたこと等について

（１）　従来学士は，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定（改正前の第６３条）により，大学を

卒業した者が称することができる称号として位置付けられていたが，諸外国と同様にこれを大

学が授与する学位として位置付け，大学は，当該大学を卒業した者に対し学士の学位を授与す

るものとしたこと。（改正後の学校教育法第６８条の２第１項，改正後の学位規則（昭和２８年文部

省令第９号）第２条関係）

（２）　改正法の施行前に既に大学を卒業している者の学士の称号については，他の法令の適用等に

おいて学士の学位と同様の取扱いをする必要があることから，これを学士の学位とみなすこと

としたこと。（改正法附則第４項関係）

（３）　上記に関連して，教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）等の法律の規定の整備を行ったこ

と。（改正法附則第５項，第７項及び第８項関係）

（４）　上記の改正のほか，大学が行う修士及び博士の学位授与については，学士を学位に位置付け

たこと及び下記第２のとおり学位授与機構が学位を授与することとしたこととの関連で，次の

ように学校教育法の規定の整備を行ったこと。

国立学校設置法及び学校教育法の一部を改正する法律及び
学位規則の一部を改正する省令の施行について　　　　　

平成３年６月２４日文高大第２０７号
文部事務次官から各国公私立大
学長，放送大学長，各国公私立
高等専門学校長，各都道府県知
事，各都道府県教育委員会教育
長，大学を設置する地方公共団
体（都道府県を除く）の長，大
学又は高等専門学校を設置する
各学校法人の理事長，放送大学
学園理事長あて通知
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①　大学は，文部大臣の定めるところにより，大学院の課程を修了した者に対し修士又は博士の

学位を授与することを法律上明らかにしたこと。（改正後の学校教育法第６８条の２第１項関係。

改正後の学位規則第３条及び第４条第１項参照。）

②　大学は，文部大臣の定めるところにより，上記①により博士の学位を授与された者と同等以

上の学力があると認める者に対し，博士の学位を授与することができること（いわゆる論文博

士制度）を法律上明らかにしたこと。（改正後の学校教育法第６８条の２第２項関係。改正後の学

位規則第４条第２項参照。）

第２　学位授与機構が行う学位授与について

　（１）　学位の授与に関し，次の業務を行う機関として，学位授与機構を新設することとしたこと。

（改正後の国立学校設置法（昭和２４年法律第１５０号）第９条の４関係）

　　①　学校教育法に定めるところにより学位を授与すること。（下記（２）参照。）

　　②　学位の授与を行うために必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。

　　③　大学における各種の学習の機会に関する情報の収集，整理及び提供を行うこと。

（２）　学位授与機構は，次のとおり学位の授与を行うこととしたこと。（改正後の学校教育法第６８条

の２第３項及び改正後の学位規則第６条関係）

１）短期大学・高等専門学校卒業者等が大学等においてさらに一定の学修を行った場合の学士

の学位の授与

　　学位授与機構は，同機構の定めるところにより，短期大学若しくは高等専門学校を卒業し

た者又はこれに準ずる者として次のイ～ハのいずれかに該当する者で，大学において科目等

履修生等により一定の単位を修得し，又は短期大学若しくは高等専門学校の専攻科のうち同

機構が定める要件を満たすものにおける学修その他文部大臣が別に定める学修を行い，かつ，

同機構が行う審査に合格した者に対して，学士の学位を授与することとしたこと。（科目等履

修生については，「大学設置基準の一部を改正する省令の施行等について（平成３年６月２４日

付け文高大第１８４号文部事務次官通知）」を参照のこと。）

　　イ　大学に２年以上在学し６２単位以上修得した者

　　ロ　外国において学校教育における１４年の課程を修了した者

　　ハ　これらの者と同等以上の学力がある者として文部大臣が別に定める者

　　なお，上記ハの文部大臣が別に定める者として，別添３のとおり旧国立工業教員養成所の

卒業者及び旧国立養護教諭養成所の卒業者を定めたこと。（平成３年文部省告示第７２号）

　　また，上記の文部大臣が定める学修として，別添４のとおり大学に置かれる専攻科におけ

る学修を定めたこと。（平成３年文部省告示第７３号）

２）大学以外の教育施設に置かれる課程の修了者に対する学士，修士又は博士の学位の授与

　　学位授与機構は，同機構が定めるところにより，学校以外の教育施設で学校教育に類する

教育を行うもののうち，その教育を行うにつき学校教育法以外の法律において特別の規定が

あるものに置かれる課程で，同機構が大学の学部，大学院の修士課程又は大学院の博士課程

に相当する教育を行うと認めるものを修了し，かつ，同機構の行う審査に合格した者に対し，

それぞれ学士，修士又は博士の学位を授与することとしたこと。

（３）　その他，高度の学識を有する大学教員等の学位授与の審査への参画，論文要旨等の公表，学

位の名称，博士の学位授与の報告，学位規程の文部大臣への報告及び官報への公示等について

規定の整備を行ったこと。（改正後の学位規則第７条，第８条，第９条第２項，第１１条，第１２条，

第１３条第２項及び別記様式第２関係）

（４）　上記の改正のほか，学位授与機構の長及び教員について，大学共同利用機関等と同様に教育

公務員特例法（昭和２４年法律第１号）の規定を準用するとともに，同機構に，国立又は公立の

大学における外国人教員の任用等に関する特別措置法（昭和５７年法律第８９号）の規定を適用す

ることとしたこと。（改正法附則第６項及び第９項）

第３　修士及び博士の種類の廃止等について
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（１）　課程制大学院制度の趣旨に沿って，すべての分野において学位授与の円滑化を図るとともに，

学術研究の高度化，学際領域への展開等の状況に柔軟に対処するため，修士及び博士の種類に

関する規定を廃止したこと。（改正前の学位規則第２条，別表第１及び別表第２関係）

　また，教育研究の多様化，学際領域への展開等に対応し，各大学の教育研究の柔軟な設計を

可能にするため，学士についても同様にその種類を定めないこととしたこと。

（２）　なお，どの専攻分野で学位が授与されたかを表記することは社会的に有用であるので，各大

学において学位を授与する際には，その定めるところにより，専攻分野を付記するものとした

こと。（改正後の学位規則第１０条関係）

　この場合，付記する専攻分野の名称は，その社会的通用性に配慮し，過度に細分化しないよ

うにする必要があること。

（３）　大学が博士の学位を授与した場合に文部大臣に提出する報告書の様式を簡素化したこと。（改

正後の学位規則別記様式第一関係）

第４　その他

（１）　上記第１から第３までの改正内容の施行期日は，平成３年７月１日であること。

（２）　各大学においては，上記第１及び第３の趣旨に沿って学内規程等の整備を行う必要があるこ

と。

別添１～４　（略） 
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（衆議院文教委員会）平成３年３月６日　

　政府及び関係者は，次の事項について特段に配慮すべきである。

１　学位授与機構の運営に当たっては，学位認定の基準，方法を明確にし，学位の水準の維持に努め

ること。また，学位認定に当たる教授は常に学問研究の第一線にある者を充て，併せて実質的な学

位認定ができるだけの体制の整備を行うこと。

２　大学における学位授与のあり方を改善するとともに，社会人が容易に大学に学位論文の審査を申

請できるようにすること。また，このため，論文博士の認定に当たる大学教授の確保とその待遇の

改善に努めること。

（以下略）

（参議院文教委員会）平成３年３月２６日　

　政府及び関係者は，次の事項について特段に配慮すべきである。

１　学位授与機構の運営に当たっては，学位認定の基準，方法を明確にし，学位の水準の維持に努め

ること。また，学位認定に当たる教授には視野が広くかつ学問研究の第一線にある者を充て，併せ

て実質的な学位認定ができるだけの体制の整備を行うこと。

２　（略）

３　（中略）また，学位授与の円滑化を図るための積極的な施策を講ずること。

（以下略） 

国立学校設置法及び学校教育法の一部を改正する
法律案に対する附帯決議　　　　　　　　　　　
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　このたび，短期大学又は高等専門学校に置かれる専攻科であって，学位規則第６条第１項の規定に

より本機構が定める要件を満たすものとして認定したもののうち，

　①　修業年限２年の短期大学に置かれた修業年限２年の専攻科

　②　修業年限３年の短期大学に置かれた修業年限１年の専攻科

　③　高等専門学校に置かれた修業年限２年の専攻科

のいずれかを修了する見込みの者で，かつ，修得単位に関する審査の基準を満たす見込みの者であっ

て，当該修了見込み年度内に学士の学位の授与を受けようと希望する者については，当該年度の１０月

に学位授与の申請を受け付け，審査の上，当該年度内に学士の学位を授与することといたしました。

　この申請については，別添「新しい学士への途－第３版－」追補により取扱うことといたしますの

で，貴学関係者及び学生に周知されますよう，よろしくお取り計らい願います。

　なお，上記の取扱いに関連し，別添写のとおり，文部省高等教育局長からの通知がなされています

ので，申し添えます。

短期大学の専攻科又は高等専門学校の専攻科を修了する
見込みの者に係る学士の学位授与申請の取扱いについて

  平成５年５月３１日学機構学第５３号　
  学位授与機構長から認定専攻科を置　
  く短期大学長，高等専門学校長あて　

�
�
�
�

�
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�

　別添

　　　「新しい学士への途－第３版－」追補

　〇専攻科修了見込みで申請できる者

　　学位授与機構が認定した短期大学・高等専門学校の専攻科のうち，以下の専攻科を平成６年３

月に修了し，かつ修得単位に関する審査の基準を満たす見込みの者は，平成５年１０月に申請を行

うことができます。

①　修業年限２年の短期大学に置かれた修業年限２年の専攻科

②　修業年限３年の短期大学（短期大学設置基準（昭和５０年文部省令第２１号）第１９条に規定す

る短期大学を除く。）に置かれた修業年限１年の専攻科

③　高等専門学校に置かれた修業年限２年の専攻科

　〇申請手続き等

①　申請に当たっては，「新しい学士への途－第３版－」１１項に示した申請書類等に加え，当該

専攻科を修了見込みである旨を証明する学（校）長の発行する証明書を提出して下さい。

②　修得見込みの単位については，別紙記入例に従い単位修得状況等申告書（申請書類等３）

の総括表で修得見込みの単位数を内数でかっこ（［　］）を付して記入するとともに，内訳表

の該当単位に「○見 」印を付記して下さい。
③　修得見込みとして申請した単位については，当該単位を修得後，速やかに単位修得証明書

（申請書類等４）を提出して下さい。合否の判定は，この単位修得証明書が提出された後，

年度内に行われることとなります。当該の単位修得証明書が年度内に提出されなかった場合，

申請は無効となります。

④　他の申請手続き，試験の日程等については，一般の申請と異なるところはありません。

⑤　申請後，申請者からの申し出に対し，当該申請を受理した旨の証明を交付することとして

います。
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　学校教育法施行規則第７０条第１項第１号においては，従来より，学校教育法第６８条の２第３項第１

号により学士の学位を授与された者についても，大学（短期大学を除く。）の専攻科又は大学院への入

学に関し大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者として定めているところです。

　このことについて，このたび，

　　①　修業年限２年の短期大学に置かれた修業年限２年の専攻科

　　②　修業年限３年の短期大学に置かれた修業年限１年の専攻科

　　③　高等専門学校に置かれた修業年限２年の専攻科

のいずれかであって，学位規則第６条第１項の規定に基づき学位授与機構が定めている要件を満たす

ものとして認定を行ったものを修了する見込みの者で，当該修了見込み年度内に学士の学位の授与を

受けようとする者については，当該年度の１０月に学位授与の申請を受け付け，審査の上，当該年度内

に学士の学位を授与することとなりました。

　ついては，大学院の入学者選抜の取扱いに関し，上記の認定を受けている専攻科に在籍する者で，

当該専攻科の修了が見込まれること及び当該者が学士の学位の授与を申請する予定であることを当該

専攻科の置かれる短期大学長又は高等専門学校長が証明できる者（以下「学位取得見込者」という。）

を，大学院入学の前年度に学士の学位を授与される見込みの者として，その出願を受け付けることに

ついて，以下の諸点に留意しつつ，事務処理上遺漏のないよう，よろしくお取り計らい願います。

記

１　大学院を置く大学は，大学院の入学者選抜試験を実施するに当たっては，入学を志願する学位取

得見込者に対し，①当該者が在籍する短期大学の専攻科又は高等専門学校の専攻科の修了見込証明

書，②当該者が学士の学位の授与を申請する予定である旨の当該者が在籍する短期大学長又は高等

専門学校長の証明書など，関係の書類の提出を求めることができること。また，募集要項に学位取

得見込者の取扱いに関する所要の事項を記載するものとすること。

　　なお，短期大学及び高等専門学校は，専攻科に在籍する学生に対し，大学院入学者選抜への出願

等の手続に関して十分な情報提供を行う等，必要な配慮をすること。

２　この関係の学士の学位の授与の申請を学位授与機構が受理したことについての証明が必要なとき

は，１１月以降に同機構が申請者からの求めに応じて行う予定であること。

３　大学院を置く大学は，学位取得見込者で大学院の入学者選抜試験に合格した者に関する入学手続

上必要な学位記の写し又は学位授与証明書の提出については，当該者の学士の学位の取得後の提出

を求めるものとすること。なお，学位授与機構によるこの関係の学士の学位の授与は，３月末までに

なされる予定であること。

　　また，短期大学及び高等専門学校は，専攻科の単位の修得や修了の認定を，学位取得見込者に係

るその後の学位授与機構の学位授与の審査の手続や大学院の入学手続等に必要な期間を考慮して，

適切な時期に行うよう配慮すること。

短期大学の専攻科又は高等専門学校の専攻科の修了及び学士の学位の
取得が見込まれる者に係る大学院の入学者選抜の取扱いについて　　

  平成５年５月３１日文高大第２１５号　
 文部省高等教育局長から各国公立私立
 大学長，放送大学長，各国公私立高等
 専門学校長あて通知
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４　学位取得見込者で大学院の入学者選抜試験に合格した者が，学位授与の申請を行わなかった場合

その他学士の学位を得られないこととなった場合には，その旨を，当該者が出願した大学院を置く

大学に対し，当該者が在籍する短期大学長又は高等専門学校長から速やかに通知すること。 
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（２）　学習選択の多様化・柔軟化

　特色ある多様な教育サービスが提供されても，学生がその中から自由に選択することができなけれ

ば，その意味は半減することになる。学生が，その能力と意欲に応じて，自己責任原則の下，多様な

学習の中から自由に選択でき，また，積極的な進路変更が可能となるよう，以下のとおり，学位授与

機構による学位授与制度，転部・転科，安易な進級・卒業の抑制に伴う留年に係る定員管理，他の学

校等における学修の単位認定等を柔軟化すべきである。

　ア　学位授与機構による学位授与制度の柔軟化（単位累積加算制度の導入）

　社会の成熟化，社会の急速な変化等に伴い生涯学習に対する意欲・関心が高まってきている。

　平成３年の大学設置基準の改正により科目等履修生が制度化されたことにより，大学に正規に

入学せずに大学で学ぶ人が増加してきている。そのような学習の成果が適切に評価されることが，

生涯学習社会の環境整備の一つとして求められている。

　学士の学位については，４年制大学の卒業者に対して授与されるのが原則であるが，短期大

学・高等専門学校の卒業等を基礎資格として，卒業後大学等において一定の単位を修得した者に

対しても，学位授与機構がその内容を審査した上で授与することになっている。しかし，科目等

履修制度で単位を修得しても，それだけでは学位授与の基礎資格がないことから，学士の学位が

取得できない。生涯学習に対する意欲の高まりに対応し，その成果を評価するため，科目等履修

生にも学位取得の道を開くべきである。

　一方，特定の大学に在籍せず，単位の累積のみによって学士の学位を授与すること（単位累積

加算制度）については，学位授与機構が専門的な見地から審査を行い学位授与にふさわしい履修

の体系性をいかに担保するかという観点から，累積する単位の内容や学位授与の要件等について

十分な検討が必要であるという指摘がなされている。

　したがって，単位累積加算制度について，その実施に向けて，学位授与にふさわしい履修の体

系性の確保等について速やかに本格的に検討すべきである。

　ウ　専門学校から大学への編入学

　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）では，短期大学，高等専門学校の卒業者は，大学に編入学

できることとされているが，専門学校（専修学校専門課程）の卒業者は，大学への編入学が認め

られていない。

　しかし，専門学校は，学校教育体系上も高等教育機関として位置付けられており，新規高卒者

の１５％以上が進学するなど社会的な評価も高い。また，平成３年の大学設置基準の改正により，

専門学校での学習も大学が適当と認める場合には大学の単位として認められるなど単位の互換性

が認められている。したがって，大学における学習機会を広く確保するために，専門学校卒業者

の大学への編入学の道を認めるべきである。

　この問題については，本年９月の「大学審議会大学教育部会における審議の概要（その２）」に

おいても，「専門学校のうち，「修業年限が２年以上で総授業時数が１７００時間以上のもの」を基準

として，これを満たすものとして認定された専門学校を卒業した者について，大学等への編入学

を認めていくのが適当である。」とされている。政府においては，早急に専門学校卒業生に大学へ

の編入学を認めるよう制度改正を行うべきである。 

「行政改革委員会規制緩和小委員会最終報告書」（抜粋）
  平成９年１２月４日
  行政改革委員会
  規制緩和小委員会
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３　一層の改善のための方策

　（５）　学生の流動性（選択の幅）を高める工夫

④　専門学校卒業者の中には，大学及び短期大学（以下，④・⑤において「大学等」という。）

において，さらに学習を行うことを希望する者がいる。

　　大学等がこうした学生を受け入れることは，学習ニーズの多様化に適切に応えるものである

とともに，学生の選択の幅を拡げ高等教育における学生の流動性を高める観点からも有意義で

ある。また，受け入れに当たっては，専門学校における学習の成果について適切に評価するこ

とが重要であるとともに，学校教育制度におけるいわゆる袋小路をできるだけ解消することが

望ましいことから，今後，一定の専門学校卒業者に対して大学等への編入学の途を開いていく

ようにすることが適当である。

　　その際，専門学校の制度の特色として，多様な形態の学校が認められていることを踏まえる

と，現行の学校教育体系の中においては，全ての専門学校の卒業者について大学等への編入学

を認めることは適当ではない。どのような専門学校について認めていくかについては，大学等

として学習者の学習意欲にできる限り応えていくことが望ましいこと，大学入学資格を付与し

ている専修学校高等課程の認定の際の考え方，大学への編入学が認められている短期大学や高

等専門学校の修業年限及び総授業時数の現状などを踏まえながら総合的に判断すると，専門学

校のうち，「修業年限が２年以上で総授業時数が１７００時間以上のもの」を基準として，これを満

たすものとして認定された専門学校を卒業した者について，在籍した学科の分野や履修内容を

考慮しつつ，大学等において編入学を認めていくのが適当である。

　　なお，大学等の教育は，各大学等においてそれぞれのカリキュラムに基づいて，定められた

修業年限の期間にわたって行われるのが基本であり，各大学等における編入学者の受け入れに

際しては，この点に十分留意しつつ，既修得単位等の認定，在学すべき年数，履修すべき科目

等について適切に判断し，編入学者が十分な学習成果を得られるようにしていくことが必要で

ある。

　　また，大学等への編入学資格の認定を受けた専門学校の卒業者については，学位授与機構に

おける学士の学位授与の基礎資格についてもあわせて認めていくこととするのが適当である。 

「高等教育の一層の改善について（答申）」（抜粋）
  平成９年１２月１８日
  大 学 審 議 会
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第２章　大学の個性化を目指す改革方策

　２　教育研究システムの柔構造化－大学の自立性の確保－

　　（１）　多様な学習需要に対応する柔軟化・弾力化

　　　　　　－学生の主体的学習意欲とその成果の積極的評価－

　　　１）学部段階

　　　　④　単位累積加算制度の創設の検討

　

　生涯学習体系への移行，多様な高等教育機関の発展等の観点から，いわゆる単位累積加

算制度（複数の高等教育機関で随時修得した単位を累積して加算し，一定の要件を満たし

た場合，大学卒業の資格を認定し，学士の学位を授与する制度）を設けることを検討する

必要がある。

　しかしながら，その実現に向けては，学位授与にふさわしい履修の体系性の確保等更に

検討すべき問題点もある。このため，学位授与機構における制度化に向けた調査研究の成

果を踏まえて，本審議会において検討を続けることが適当である。 

「２１世紀の大学像と今後の改革方針について（答申）」（抜粋）
  平成１０年１０月２６日
  大 学 審 議 会

　単位累積加算制度について，その実施に向けて学位授与にふさわしい履修の体系性の

確保等に関し，学位授与機構における調査研究の成果を踏まえ，本審議会において検討

を続けることが適当である。
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［３］我が国の高等教育の国際的な通用性・共通性の向上と国際競争力の強化を図るための改革方策

　２　科学技術の革新と社会，経済の変化に対応した高度で多様な教育研究の展開

　　（３）　生涯学習ニーズへの対応

　　　（単位累積加算制度の導入の検討）

　大学における単位の累積については，これまで，１）他の大学又は短期大学における授業科目

の履修単位，２）大学以外の教育施設等における学修，３）入学前の既修得単位，等について，

当該大学における授業科目の履修と見なして合わせて６０単位までの単位を与えることができる制

度や，短期大学や高等専門学校の卒業者等が大学等において更に一定の学修を行った場合には大

学評価・学位授与機構が学士の学位を授与する制度を導入してきた。また，平成１０年からは科目

等履修生として大学で一定の単位を修得した者がその大学に入学する場合には，修業年限の２分

の１を上限として，しかるべき期間を在学期間に参入することができるようになったところであ

る。

　このように大学における単位の累積については，卒業要件単位数のおおむね半分，あるいは在

学期間の半分を限度として既に認められ，実施されている。

　こうした制度を更に進めた，いわゆる単位累積加算制度（複数の大学等で随時修得した単位を

累積して加算し，一定の要件を満たした場合，大学卒業の資格を認定し，学士の学位を授与する

制度）については，大学評価・学位授与機構において専門的な調査研究を行ってきたところであ

るが，これを国際的に通用するものとして整備するためには，なお検討を要するとされている。

今後，学習者自身による主体的な学習設計を尊重しながらも，学位授与にふさわしい体系的な履

修を確保する観点から，１）どのような専攻分野を学位の対象とするか，２）学位の基礎となる

単位の体系的な修得をどのように確保するか，３）学位授与に至るまでの様々な段階で必要な履

修指導をどのように行うか，など制度の基本となる部分や，４）単位累積加算制度に基づき学位

授与を行う機関としてどのような機関が適当であり，５）学位授与を行う体制をどのように整備

していくか，などの組織体制の在り方について，更に検討する必要がある。 

　「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方について（答申）」
（抜粋）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  平成１２年１１月２２日
  大 学 審 議 会
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Ⅱ　短期大学及び高等専門学校の制度上の位置付け等に関する検討課題

　３　その他

　現在，短期大学及び高等専門学校の卒業者には，大学評価・学位授与機構による学士の学位授与

の基礎資格が認められ，同機構の定める要件を満たす専攻科で一定の学修を行った者等については，

学位が授与されることとなっている。その場合の一定の学修の中には，法令上の定めはないが，同

機構の定めるところにより，大学における１６単位以上の単位の修得が義務付けられている。

　このことについては，学位が授与されるためには大学評価・学位授与機構が認定した専攻科にお

ける学修でなければならないこと，申請を行った者に対し個別に審査がなされること，平成３年の

制度創設以来，同機構による専攻科の認定が定着しつつあると考えられることなどを踏まえ，今後

の生涯学習需要の多様化，高度化により柔軟に対応できるようにする観点から，同機構が認定した

専攻科で所要の学修を行った者については，大学における１６単位の修得を求めないことが適当であ

る。 

「短期大学及び高等専門学校の在り方について」総会への審議経過報告
（抜粋）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（大学審議会短期大学及び高等専門学校の在り方に関するワーキンググループ）
平成１２年１１月２２日
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（１７）　各専攻分野の学位授与申請者数及び授与者数の年次推移 
平成２３年４月現在

学位規則第６条第１項関係（短大・高専卒業者等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 上段：申請者数，下段：授与者数

計H２２H２１H２０H１９H１８H１７H１６H１５H１４H１３H１２H１１H１０H９H８H７H６H５H４
学位（学士）
の専攻分野
の　名　称

（２４５）（１６）（１０）（６）（８）（１０）（７）（１０）（１１）（１２）（１３）（１９）（１２）（２４）（２７）（３８）（１３）（９）

文    学
５６７ ３６ ３０ ２７ ２１ １８ １９ ２６ ３３ ３３ ３１ ３９ ４８ ５９ ５０ ５８ ２８ １０ １ 

（１９２）（１３）（９）（５）（７）（８）（６）（９）（９）（１２）（１０）（１９）（１０）（１８）（２２）（２２）（８）（５）

４５５ ３２ ２６ ２３ １８ １５ １８ ２２ ２７ ２６ ２４ ３５ ４２ ４５ ４１ ３６ １９ ５ １ 

（１,９６５）（１６４）（１７２）（２０６）（２２０）（１７８）（１６９）（１７９）（１６２）（１０８）（８０）（１１０）（９７）（７７）（２８）（１０）（５）

教 育 学
２,３１２ １９３ １８８ ２２６ ２４８ ２００ １９８ １９９ １７８ １１６ ８９ １３４ １２７ １２０ ５１ ２４ １７ ３ １ 

（１,９１５）（１５９）（１７０）（２０３）（２１４）（１７５）（１６５）（１７１）（１５２）（１０５）（８０）（１１０）（９７）（７５）（２６）（８）（５）

２,２１７ １８５ １８６ ２１９ ２３９ １９１ １９１ １８２ １６５ １１１ ８９ １３４ １２４ １１５ ４７ ２１ １５ ２ １ 

（３）（２）（１）

神　　学
２３ １ ２ ２ ３ １ １ ２ ２ ２ １ ４ １ １ 

（２）（１）（１）

１７ １ ２ １ ２ １ １ １ １ ２ １ ３ １ ０ 

（５）（２）（３）

社 会 学
１１７ ８ １０ １４ ５ ３ １３ ６ ４ ６ ２ ６ ３ ６ １４ １１ ５ １ 

（４）（１）（３）

８４ ５ ８ ９ ４ ０ １１ ４ １ １ ２ ５ ３ ５ １２ ８ ５ １ 

（９２）（３）（３）（１）（２）（４）（４）（７）（１４）（８）（１８）（１８）（７）（３）

教    養
１７１ １１ ８ ４ １ ６ ６ ９ １２ ２４ １５ ２５ ２８ １２ ４ ４ １ １ 

（７５）（３）（３）（１）（２）（４）（４）（７）（１２）（７）（１５）（９）（６）（２）

１３５ ９ ６ ３ １ ６ ６ ７ １１ ２０ １２ ２２ １９ ８ ２ ２ ０ １ 

（４）（１）（３）

学    芸
４７ ３ ５ １ ５ ３ ２ ４ ８ １ ４ ３ ４ ３ １ 

（４）（１）（３）

３４ ２ ４ １ ４ ２ ２ ３ ４ ０ １ ３ ４ ３ １ 

社会科学
４８ ４ ７ ６ ４ ２ ２ １ ３ ３ ２ ３ ３ ４ １ １ １ １ 

２０ ２ ５ ５ ２ １ １ ０ １ １ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ 

法    学
１０１ ５ ６ １４ １８ ４ ４ ６ ８ ２ ３ ３ ３ ６ ８ ３ ３ １ ４ 

７２ ３ ４ ９ １０ ２ ３ ３ ７ ２ ３ ３ ３ ６ ６ ２ ３ １ ２ 

政 治 学
２７ ３ ３ ２ ２ ２ １ １ ２ ３ ２ １ ３ ２ 

１８ ３ ２ ０ １ ２ １ ０ １ ３ １ １ ２ １ 

経 済 学
７０ ４ ３ ４ ３ ５ ３ １ ６ ２ ２ ６ ７ ６ ９ ２ ４ １ ２ 

５４ ４ ３ ３ ３ ４ ３ ０ ６ ２ ２ ４ ６ ３ ６ １ ３ ０ １ 

（４７）（１）（４）（６）（３）（１）（１）（４）（６）（４）（５）（５）（７）

商    学
１０５ ３ ５ ３ １０ ５ ４ ７ ３ １ ４ ９ １５ ８ ６ ８ ６ ７ １ 

（２９）（１）（４）（４）（２）（１）（０）（２）（１）（２）（３）（３）（６）

６７ ２ ５ ３ ８ ４ １ ３ ３ １ ３ ７ ７ ３ ２ ４ ４ ６ １ 

（９４）（５）（２）（１０）（１１）（１２）（１２）（４）（７）（４）（７）（５）（５）（１）（５）（４）

経 営 学
１７２ １２ １１ １９ １６ １５ １７ ８ １４ ９ ９ ９ ６ ５ ８ ８ ３ ２ １ 

（９１）（５）（２）（１０）（１０）（１２）（１２）（４）（７）（４）（６）（５）（５）（１）（４）（４）

１５４ １０ ８ １８ １４ １５ １６ ８ １３ ９ ６ ７ ６ ５ ７ ８ ２ １ １ 

理    学
１９０ ２０ １８ １３ １７ １３ ６ １４ １６ １２ １１ ７ １４ ６ ５ ７ ５ ５ １ 

１２０ ９ ８ ６ ８ ６ １ １１ １０ １１ ８ ６ １２ ４ ５ ５ ５ ４ １ 

薬　　学
４ １ １ １ １ 

２ １ １ ０ ０ 

薬 科 学
１ １ 

０ ０ 
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（６２１）（４９）（５８）（７３）（５６）（６６）（７３）（３３）（３２）（３３）（３１）（２３）（１４）（１６）（２１）（１０）（１２）（１１）（１０）

看 護 学
４,４７８ ３５４ ３４１ ３３７ ３１４ ３６２ ３７２ ３１４ ３１６ ３０４ ２９３ ２４１ ２０３ １９９ １６６ １３７ １１２ ６８ ４５ 

（５３２）（４７）（５３）（７１）（５３）（５８）（５８）（２６）（２７）（２６）（２５）（１７）（６）（１３）（１８）（１０）（１０）（８）（６）

３,６１６ ２９１ ２７４ ２８６ ２６６ ３１１ ３３２ ２４８ ２５１ ２３９ ２４０ １９１ １５５ １５３ １３１ １０４ ８４ ３９ ２１ 

（３４１）（１２）（１３）（１７）（２１）（１８）（５１）（３５）（３９）（３３）（２７）（２３）（２２）（１４）（８）（８）

保健衛生学
３,９９２ １３５ １４５ １９７ ２０３ ２２０ ２２８ ２８６ ３２２ ３５８ ３７８ ３１０ ３３３ ２５９ ３０２ １７３ ９８ ４１ ４ 

（３３３）（１０）（１３）（１６）（２１）（１８）（５１）（３４）（３９）（３１）（２６）（２３）（２２）（１３）（８）（８）

３,８６５ １２６ １４１ １８５ １９２ ２０４ ２２１ ２７８ ３１１ ３５１ ３７５ ３０４ ３２４ ２５４ ２９４ １６７ ９５ ３９ ４ 

（９）（４）（３）（１）（１）

鍼 灸 学
１４７ ８ ８ ７ ５ １５ １７ ２３ ６ １６ １２ ７ １７ ２ ３ １ 

（８）（３）（３）（１）（１）

１２０ ６ ６ ５ ２ １３ １０ １７ ６ １５ １１ ７ １６ ２ ３ １ 

（６９）（２６）（３４）（９）

口腔保健学
７３ ２８ ３５ １０ 

（６９）（２６）（３４）（９）

７３ ２８ ３５ １０ 

（２,２３０）（１２１）（１０３）（１２７）（１１６）（１０９）（１２４）（２５０）（２３５）（２４１）（２１４）（１７８）（１７２）（１０７）（８６）（３６）（７）（４）

栄 養 学
２,５０５ １４０ １１４ １４０ １３６ １２１ １４４ ２７０ ２６６ ２８１ ２４５ １９５ １９０ １１９ ９３ ３７ １０ ４ 

（２,０１７）（１０５）（９１）（１１９）（１０９）（９８）（１１７）（２３７）（２１６）（２１９）（１８６）（１５８）（１５１）（９７）（７２）（３４）（４）（４）

２,２０９ １１４ ９８ １２７ １２２ １０９ １３１ ２５４ ２４１ ２４１ ２０５ １７２ １６４ １０６ ７９ ３５ ７ ４ 

（１４,９０６）（１,６４３）（１,６０７）（１,４６５）（１,３６９）（１,３５５）（１,２３４）（１,１３０）（９６４）（８４１）（７５８）（６１８）（５０６）（４２３）（３６６）（２７１）（１８８）（１２１）（４７）

工    学
１５,７０９ １,７０５ １,６７９ １,５４４ １,４４６ １,４１０ １,２９９ １,１７０ １,０２１ ８９３ ８０８ ６６３ ５５６ ４５１ ３９０ ２９３ ２０１ １３１ ４９ 

（１４,２６７）（１,５９６）（１,５５０）（１,３９７）（１,３１５）（１,３０２）（１,１８５）（１,０９５）（９２７）（８０３）（７１４）（５７４）（４７１）（３８７）（３４４）（２６１）（１８６）（１１６）（４４）

１４,８５６ １,６４４ １,６００ １,４４６ １,３６５ １,３４３ １,２３０ １,１２６ ９６８ ８４０ ７５４ ６０２ ５１３ ４０９ ３６６ ２８１ １９７ １２６ ４６ 

（３７０）（１３）（１３）（２７）（２５）（３３）（３７）（３２）（２９）（３１）（２７）（３４）（２１）（２４）（２２）（２）

芸術工学
３８３ １３ １６ ２９ ２６ ３３ ３８ ３２ ２９ ３１ ２８ ３５ ２２ ２５ ２３ ２ １ 

（３６５）（１３）（１３）（２７）（２４）（３２）（３７）（３２）（２８）（３１）（２７）（３３）（２１）（２３）（２２）（２）

３７７ １３ １６ ２９ ２５ ３２ ３７ ３２ ２８ ３１ ２８ ３４ ２２ ２４ ２３ ２ １ 

（７６）（１４）（１６）（１８）（２８）

商 船 学
７８ １５ １６ １８ ２８ １

（７５）（１３）（１６）（１８）（２８）

７６ １４ １６ １８ ２８ ０

（１０６）（８）（１１）（１０）（１４）（９）（１３）（１２）（１３）（１６）

農　　学
１３４ ４ １ １２ １３ １０ １７ １５ １５ １４ １５ １７ １ 

（１０５）（８）（１１）（１０）（１４）（９）（１２）（１２）（１３）（１６）

１３２ ４ ０ １２ １３ １０ １７ １５ １４ １４ １５ １７ １ 

水 産 学
４ １ １ １ １ 

４ １ １ １ １ 

（６７）（７）（５）（７）（５）（５）（５）（１）（１）（４）（１）（４）（２）（８）（７）（３）（２）

家 政 学
１２６ ８ ５ ７ ６ ８ ７ ２ ３ ５ ７ ８ １５ ７ １６ １４ ６ ２ 

（４６）（５）（５）（７）（５）（４）（４）（１）（０）（３）（０）（１）（２）（６）（３）（０）（０）

８４ ６ ５ ７ ６ ７ ５ １ ２ ２ ４ ３ ６ ７ １１ １０ ２ ０ 

（４,１４３）（２５６）（２４９）（２８９）（２２７）（２８９）（２９８）（２８９）（２７５）（３０１）（２６２）（２４１）（２２９）（２０７）（２２７）（１８６）（１７０）（１１５）（３３）

芸 術 学
４,６６７ ２７９ ２７９ ３１９ ２５５ ３１６ ３４２ ３３０ ３０５ ３５０ ３０４ ２６８ ２６６ ２３９ ２４４ ２０１ １９０ １３５ ４５ 

（３,６５７）（２４７）（２３３）（２７０）（２０８）（２６５）（２６５）（２５０）（２４１）（２４８）（２２７）（２０３）（２０２）（１７８）（１９１）（１５８）（１４８）（９５）（２８）

４,０９２ ２６３ ２５８ ２９７ ２３０ ２８４ ３００ ２８０ ２７０ ２８９ ２６３ ２２２ ２３４ ２０９ ２０５ １７０ １６５ １１４ ３９ 

（５１）（６）（１１）（１１）（１）（４）（２）（４）（２）（１）（５）（３）（１）

体 育 学
８３ ２ ３ １１ １３ １３ ４ ６ ７ ５ ２ ３ ３ ７ ３ １ 

（５１）（６）（１１）（１１）（１）（４）（２）（４）（２）（１）（５）（３）（１）

８３ ２ ３ １１ １３ １３ ４ ６ ７ ５ ２ ３ ３ ７ ３ １ 

（２５,４４４）（２,３３０）（２,２８９）（２,２６１）（２,１１１）（２,１０４）（２,０２６）（１,９８９）（１,７６６）（１,６３２）（１,４５３）（１,２７３）（１,１２３）（９２７）（８１４）（５８１）（４０６）（２６９）（９０）（０）

合　　計
３６,３３４ ２,９９５ ２,９３７ ２,９５５ ２,７９５ ２,７９０ ２,７３８ ２,７３２ ２,５６７ ２,４５７ ２,２７６ １,９８１ １,８８０ １,５６３ １,４１１ ９９１ ６９７ ４１４ １５０ ５ 

（２３,８３７）（２,２４３）（２,１９６）（２,１５９）（２,０１７）（１,９９９）（１,９１６）（１,８８４）（１,６５８）（１,５０５）（１,３３１）（１,１６２）（１,０２２）（８２５）（７２５）（５１６）（３６７）（２３４）（７８）（０）

３３,０３６ ２,７７８ ２,７１８ ２,７２３ ２,５７４ ２,５７９ ２,５３５ ２,５０３ ２,３３９ ２,２０３ ２,０５６ １,７７０ １,６８６ １,３８３ １,２５５ ８６２ ６１０ ３４３ １１６ ３ 

※　（　）内は認定専攻科修了見込者等で，内数である。
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（１８）　各専攻分野の基礎資格別学位授与者数 
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４５５０４２２５９３１０００７３２１３８文学

２,２１７２３２９３２３７０２２３２,１１３２１教育学

１７１５４２００００００５０神学

８４０３３１０００００２０１３０１７社会学

１３５０４５１４０１０１０２１０５３教養

３４０１１４４２０００００１０３学芸

２００２７７０００００００４社会科学

７２１８１０４４０００１０００８法学

１８０３８７００００００００政治学

５４０３８３５０００００１２５経済学

６７１２６９００００００４５４商学

１５４２６１１２２０１２９３０２６５１３経営学

１２００２１２９５３２２１１０５０６理学

２０００２００００００００薬学

３,６１６００３０１,１０２１０５００１,６１３７７６６１１看護学

３,８６５００５６８９７４００３７１２,５７３１８保健衛生学

１２０００３０２２２００６７２６００鍼灸学

７３０００２４０００６７０００口腔保健学

２,２０９００００１２７００００２,１６７１４栄養学

１４,８５６７６８１４７７１１０１４,３２６２７０１３０７１８工学

３７７００３２００２８８１０１８１１芸術工学

７６００００００７６０００００商船学

１３２０１２１３００１０００１０８７農学

４０１０２０１００００００水産学

８４００１１００００００７８４家政学

４,０９２２１６１７１１１１０１０４,０３０２２芸術学

８３０００８１１０００２７１０体育学

３３,０３６１６１３６１９３４２８２,０３９１７３１４,７２２３６２,１４１３,４００９,５４５２０７合 計
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（１９）　各年度における短期大学及び高等専門学校の専攻科認定状況 

1　短期大学専攻科

認定専攻科数
区　　　分

 H13年度 H12年度 H11年度 H10年度 H 9年度 H 8年度 H 7年度 H 6年度 H 5年度 H 4年度

11［1］3［6］7［1］3［1］8［1］4 文　学

11［2］312    国語国文学

1［1］2［3］41［1］53    英語英文学

［1］11    仏語仏文学

［1］1［1］1    宗　教　学

［3］4［2］2［1］2［3］4［4］5［2］4［1］2［2］851教育学

11［1］23社会学

［1］1    社　会　学

1113    社会福祉学

［1］1［1］2［1］1［1］112教　養

［1］11［1］2［1］1経済・商学・経営

133421298看護学

111保健衛生学

1鍼灸学

口腔保健学

［1］2［1］1［3］4［1］4［2］4［5］8［4］74［2］82家政学・栄養学

［2］2［1］1［1］1［3］3工学・芸術工学

［1］11農　学

［3］6［1］1［4］4［2］31［1］1［1］4［8］10芸術学

［2］5［2］21［1］3［2］3    音楽

［1］1［1］1［2］2［2］3［1］11［6］7    美術

［1］1体育学

1その他

［4］［9］［5］［10］［8］［12］［17］［4］［6］［9］
計

 7校 8専攻10校 16専攻11校 11専攻17校 19専攻12校 12専攻22校 24専攻21校 28専攻15校 20専攻29校 40専攻20校 29専攻

2　高等専門学校専攻科

認定専攻科数
区　　　分

 H13年度 H12年度 H11年度 H10年度 H 9年度 H 8年度 H 7年度 H 6年度 H 5年度 H 4年度

経済・商学・経営

［12］12［17］17［7］7［8］8［7］7［11］11［7］7［8］8［8］8［5］5工学・芸術工学

商船学

［12］［17］［7］［8］［7］［11］［7］［8］［8］［5］
計

 5校 12専攻 7校 17専攻 3校 7専攻 4校 8専攻 3校 7専攻 5校 11専攻 3校 7専攻 3校 8専攻 4校 8専攻2校 5専攻

［16］［26］［12］［18］［15］［23］［24］［12］［14］［14］
総　　　数

12校 20専攻17校 33専攻14校 18専攻21校 27専攻15校 19専攻27校 35専攻24校 35専攻18校 28専攻33校 48専攻22校 34専攻

�
�

�
�
�

�
�

�
�
�

�
�

�
�
�

�
�

�
�
�

�
�

�
�
�

�
�

�
�
�

�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�



229

 

H23年度現在
認定専攻科数

認定専攻科数
区　　　分

 H23年度 H22年度 H21年度 H20年度 H19年度 H18年度 H17年度 H16年度 H15年度 H14年度

［3］6［1］1［1］1文　学

［1］3    国語国文学

［1］2［1］1［1］1    英語英文学

［0］0    仏語仏文学

［1］1    宗　教　学

［22］24［1］1［1］1［3］3［1］1［2］2［5］5［4］4教育学

［0］411社会学

［0］0    社　会　学

［0］411    社会福祉学

［2］3［1］1教　養

［1］1経済・商学・経営

［0］10122422看護学

［0］312保健衛生学

［0］0鍼灸学

［0］5131口腔保健学

［11］15［1］1［2］2［1］1［1］1［2］2［2］2家政学・栄養学

［3］3［1］1［1］1工学・芸術工学

［0］0農　学

［13］1911［2］2［1］1［1］1芸術学

［5］91［1］1    音楽

［8］101［1］1［1］1［1］1    美術

［0］0体育学

［0］0その他

［55］［1］［0］［1］［4］［4］［2］［3］［3］［10］［7］
計

61校 93専攻 5校 5専攻3校 3専攻4校 4専攻 5校 5専攻 4校 6専攻 4校 4専攻 6校 7専攻 4校 4専攻11校 13専攻 8校 9専攻

合　　計
認定専攻科数

区　　　分
 H23年度 H22年度 H21年度 H20年度 H19年度 H18年度 H17年度 H16年度 H15年度 H14年度

［2］2［1］1［1］1経済・商学・経営

［126］126［9］9［1］1［1］1［1］1［8］8［12］12［11］11［10］10工学・芸術工学

［5］5［1］1［5］5商船学

［133］［0］［10］［2］［0］［1］［1］［13］［13］［11］［10］
計

56校 133専攻 0校 0専攻5校 10専攻2校 2専攻 0校 0専攻 1校 1専攻 1校 1専攻 8校 13専攻 6校 13専攻 5校 11専攻 4校 10専攻

［188］［1］［10］［3］［4］［5］［3］［16］［16］［21］［17］
総　　　数

117校 226専攻 5校 5専攻8校 13専攻6校 6専攻 5校 5専攻 5校 7専攻 5校 5専攻14校 20専攻10校 17専攻16校 24専攻12校 19専攻

（注 1）［　］内は，2年制の専攻科で内数
（注 2）「合計」欄の学校数については，実数を記載（同一校において他の専攻科を認定したこと及び専攻科が廃止されたこと等により単純に累計とならない）。
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（２０）　大学評価・学位授与機構認定短期大学・高等専門学校専攻科一覧 

平成２３年７月現在

１．短期大学専攻科

摘　　　　　要認定年月日設　置　者修業
年限

入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成２２年４月　募集停止平成７年４月１日公立大学法人
新潟県立大学２年１０食物栄養専攻県立新潟女子短期大学

平成２３年４月　募集停止平成１７年４月１日富山県２年８環境システム
工学専攻

富山県立大学短期大学部

（助産学専攻）
平成２３年４月　入学定員変更
（１５→１８）

平成１７年４月１日公立大学法人
島根県立大学１年３０地域看護学専

攻
島根県立大学短期大学部

平成１７年４月１日公立大学法人
島根県立大学１年１８助産学専攻

平成１５年４月１日倉敷市２年５保育臨床専攻倉敷市立短期大学

平成１５年４月１日倉敷市２年５服飾美術専攻

平成１７年４月１日公立大学法人
新見公立大学１年１５地域看護学専

攻科
新見公立短期大学

（音楽専攻）
平成２２年４月　入学定員変更
（１５→２０）

平成１９年４月１日
公立大学法人
大分県立芸術
文化短期大学

２年２０音楽専攻
大分県立芸術文化短期大学

（造形専攻）
平成２２年４月　募集定員変更
（１５→２４）

平成１９年４月１日
公立大学法人
大分県立芸術
文化短期大学

２年２４造形専攻

平成１９年４月　札幌大谷短期大
学から札幌大谷大学短期大学部
に名称変更

平成１２年４月１日学校法人札幌
大谷学園２年１０保育専攻札幌大谷大学短期大学部

平成１２年４月１日学校法人札幌
大谷学園２年２０美術専攻

平成１１年４月１日学校法人札幌
国際大学２年１０幼児教育専攻札幌国際大学短期大学部

平成１７年４月１日学校法人岩手
女子奨学会１年２０地域看護学専

攻
岩手看護短期大学

平成１８年４月１日学校法人岩手
女子奨学会１年１５助産学専攻

平成２２年４月　入学定員変更
（１０→１５）平成１２年４月１日学校法人聖霊

学園２年１５健康栄養専攻聖霊女子短期大学

平成１２年４月１日学校法人郡山
開成学園２年２０文化学専攻郡山女子大学短期大学部

平成２３年４月　募集停止平成９年４月１日学校法人田中
学園２年２０税経専攻水戸短期大学

平成９年４月１日学校法人秋草
学園２年２０幼児教育専攻秋草学園短期大学

平成１６年４月　食物栄養専攻か
ら健康栄養専攻に名称変更平成７年４月１日学校法人国際

学院２年２０健康栄養専攻国際学院埼玉短期大学

平成１６年４月　幼児教育専攻か
ら幼児保育専攻に名称変更平成８年４月１日学校法人国際

学院２年２０幼児保育専攻

（保育専攻（第一部））
平成４年４月１日 修業年限１年
で認定

平成６年４月１日学校法人東京
聖徳学園２年４５保育専攻聖徳大学短期大学部

平成１３年４月１日学校法人東京
聖徳学園１年２０医療保育専攻

（介護福祉専攻）
平成１９年４月　福祉専攻から名
称変更　

平成４年４月１日学校法人東京
聖徳学園１年２５介護福祉専攻

平成５年４月１日学校法人東京
聖徳学園２年１０服飾文化専攻

平成６年４月１日学校法人東京
聖徳学園２年５０通信教育部保

育専攻

平成２１年４月１日学校法人日本
歯科大学１年１０歯科衛生学専

攻
日本歯科大学東京短期大学

平成８年４月１日学校法人青山
学院１年４０国文専攻青山学院女子短期大学

平成９年４月１日学校法人青山
学院１年３０教養専攻
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 摘　　　　　要認定年月日設　置　者修業
年限

入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成１２年４月１日学校法人昭和
女子大学１年１０国語国文学専

攻
昭和女子大学短期大学部

平成６年４月１日学校法人昭和
女子大学１年２０英語英文学専

攻

平成９年４月１日学校法人昭和
女子大学１年１０生活文化学専

攻

平成１０年４月 入学定員変更
（４５→７５）
平成１３年４月 女子美術短期大学
から女子美術大学短期大学部に
名称変更
平成１４年４月 入学定員変更
（７５→５０）

平成８年４月１日学校法人女子
美術大学１年５０造形専攻

女子美術大学短期大学部

平成１６年４月１日学校法人山野
学苑１年２０社会福祉専攻山野美容芸術短期大学

平成１７年４月１日学校法人山野
学苑２年４０芸術専攻

平成１１年４月 鶴見大学女子短期
大学部から鶴見大学短期大学部
に名称変更

平成７年４月１日学校法人総持
学園１年２０保育専攻

鶴見大学短期大学部

平成１６年４月 入学定員変更
（４５→６０）
平成２２年４月 募集停止

平成８年４月１日学校法人トキ
ワ松学園２年６０造形美術専攻

横浜美術短期大学

平成２３年４月１日学校法人日本
歯科大学１年１０歯科衛生学専

攻
日本歯科大学新潟短期大学

平成２１年４月１日学校法人明倫
学園１年１０口腔保健衛生

学専攻
明倫短期大学

平成１７年４月１日学校法人富山
国際学園２年１５食物栄養専攻富山短期大学

平成１８年４月１日学校法人金沢
学院２年１５食物栄養専攻金沢学院短期大学

平成１０年４月１日学校法人福井
仁愛学園２年１０音楽専攻仁愛女子短期大学

平成１４年４月１日学校法人山梨
学院２年１５保育専攻山梨学院短期大学

平成１５年４月１日学校法人高松
学園１年１５地域看護学専

攻
飯田女子短期大学

平成１５年４月１日学校法人高松
学園１年５助産学専攻

平成２０年４月１日学校法人高松
学園２年１０養護教育専攻

平成２１年４月１日学校法人高松
学園２年１０幼児教育専攻

平成７年４月１日学校法人常葉
学園２年２０国語国文専攻常葉学園短期大学

（保育専攻）
平成５年４月１日 修業年限１年
で認定

平成５年４月１日学校法人常葉
学園２年２０ 音楽専攻

平成９年４月１日学校法人常葉
学園２年２０保育専攻

平成１１年４月１日学校法人日本
大学２年２０食物栄養専攻日本大学短期大学部

平成２２年４月１日学校法人佑愛
学園１年２０

リハビリテー
ション科学専
攻

愛知医療学院短期大学

平成２１年４月１日学校法人愛知
学院１年１０口腔保健学専

攻
愛知学院大学短期大学部

平成１９年４月　学校法人名古屋
女子大学から名古屋女子大学短
期大学部に名称変更

平成５年４月１日学校法人越原
学園１年２０生活学専攻

名古屋女子大学短期大学部

（保育専攻）
平成６年４月１日 修業年限１年
で認定
平成２１年４月 入学定員変更
（１０→２０）

平成８年４月１日学校法人桜花
学園２年２０保育専攻

名古屋短期大学

平成２０年４月１日学校法人桜花
学園２年７英語専攻
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 摘　　　　　要認定年月日設　置　者修業
年限

入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成９年４月１日学校法人柳城
学院２年１５保育専攻名古屋柳城短期大学

平成２３年４月１日学校法人享栄
学園２年５健康生活学専

攻
鈴鹿短期大学

平成１３年４月 嵯峨美術短期大学
から京都嵯峨芸術大学短期大学
部に名称変更
（デザイン専攻）
平成７年４月 入学定員変更
（１５→２０）
平成２３年４月 入学定員変更
（２０→１８）

平成４年４月１日学校法人大覚
寺学園２年１８デザイン専攻

京都嵯峨芸術大学短期大学部

（美術専攻）
平成７年４月 入学定員変更
（１５→３０）
平成２３年４月 入学定員変更
（３０→１２）

平成４年４月１日学校法人大覚
寺学園２年１２美術専攻

平成５年４月１日 修業年限１年
で認定
平成１８年４月 入学定員変更
（１０→２０）
平成２０年４月 入学定員変更
（２０→３０）
平成２３年４月　聖母女学院短期
大学から京都聖母女学院短期大
学に名称変更

平成９年４月１日学校法人聖母
女学院２年３０児童教育専攻

京都聖母女学院短期大学

平成２３年４月１日学校法人大阪
音楽大学１年１５音楽専攻大阪音楽大学短期大学部

（作曲専攻，声楽専攻，器楽専攻）
平成２３年４月　募集停止

平成１２年４月１日学校法人大阪
音楽大学１年２作曲専攻

平成１２年４月１日学校法人大阪
音楽大学１年５声楽専攻

平成１２年４月１日学校法人大阪
音楽大学１年８器楽専攻

平成４年４月１日
学校法人大阪
キリスト教学
院

２年５神学専攻
大阪キリスト教短期大学

平成９年４月 入学定員変更
（３０→６０）平成７年４月１日学校法人城南

学園１年６０福祉専攻大阪城南女子短期大学

平成１２年４月１日学校法人鉄鋼
学園２年１５生産工学専攻産業技術短期大学

平成１２年４月１日学校法人鉄鋼
学園２年１５電気・情報工

学専攻

平成２３年４月　募集停止平成１１年４月１日学校法人夙川
学院２年２５美術・デザイ

ン専攻
夙川学院短期大学

平成６年４月　修業年限１年で
認定平成１２年４月１日学校法人頌栄

保育学院２年２０保育専攻頌栄短期大学

平成１０年４月 兵庫女子短期大学
から兵庫大学短期大学部に名称
変更

平成１５年４月１日学校法人睦学
園２年４０保育専攻

兵庫大学短期大学部

平成１６年４月１日学校法人湊川
相野学園２年２０幼児教育専攻湊川短期大学

平成１９年４月１日学校法人湊川
相野学園２年１０健康教育専攻

平成８年４月１日学校法人聖心
学園２年２０美術専攻奈良芸術短期大学

（助産学専攻）
平成２１年４月 入学定員変更
（１５→２５）
平成２２年４月 入学定員変更
（２５→３５）

平成１９年４月１日学校法人西大
和学園１年４０地域看護学専

攻
白鳳女子短期大学

平成１９年４月１日学校法人西大
和学園１年３５助産学専攻

平成２３年４月１日学校法人西大
和学園１年３０リハビリテー

ション学専攻

平成１３年４月　鳥取女子短期大
学から鳥取短期大学に名称変更平成１０年４月１日学校法人藤田

学院１年１０食物栄養専攻鳥取短期大学

平成１５年４月１日学校法人藤田
学院２年１０国際文化専攻
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 摘　　　　　要認定年月日設　置　者修業
年限

入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成２３年４月　募集停止平成１０年４月１日学校法人中国
学園２年２０音楽専攻中国短期大学

平成１４年４月１日学校法人鈴峯
学園２年１０栄養専攻鈴峯女子短期大学

平成１９年４月１日学校法人比治
山学園２年８栄養専攻比治山大学短期大学部

平成２２年４月１日学校法人比治
山学園１年１５美術専攻

平成７年４月　修業年限１年で
認定
平成１１年４月　広島文化女子短
期大学から広島文化短期大学に
名称変更
平成２１年４月　広島文化短期大
学から広島文化学園短期大学に
名称変更

平成１１年４月１日学校法人広島
文化学園２年５栄養専攻

広島文化学園短期大学

平成１３年４月１日学校法人高知
学園１年１０応用生命科学

専攻
高知学園短期大学

平成２３年４月１日学校法人高知
学園１年２０地域看護学専

攻

平成１５年４月１日学校法人福原
学園２年２０養護教育学専

攻
九州女子短期大学

平成２１年４月　歯科衛生学専攻
から口腔保健衛生学に名称変更
平成２２年４月　入学定員変更
（１０→２０）

平成２０年４月１日学校法人福岡
歯科学園１年２０口腔保健衛生

学専攻

福岡医療短期大学

平成２０年４月１日学校法人九州
文化学園２年１０保育専攻長崎短期大学

（福祉専攻）
平成２０年４月 入学定員変更
（２５→３５）

平成５年４月１日学校法人別府
大学１年３５福祉専攻別府大学短期大学部

平成１０年４月１日学校法人別府
大学２年１０初等教育専攻

平成８年４月１日学校法人志學
館学園１年１０食物栄養専攻鹿児島女子短期大学

平成１２年４月１日学校法人津曲
学園２年５音楽演奏専攻鹿児島国際大学短期大学部

１,７２０　　　　　　　　　　　６１校　９３専攻
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平成２３年４月現在

２．高等専門学校専攻科

摘　　　　　要認定年月日設　置　者修業
年限

入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産システム
工学専攻

函館工業高等専門学校

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８環境システム
工学専攻

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２
電子・生産シ
ステム工学専
攻

苫小牧工業高等専門学校

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８環境システム
工学専攻

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
建設・生産シ
ステム工学専
攻

釧路工業高等専門学校

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２電子情報シス
テム工学専攻

平成１１年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産システム
工学専攻

旭川工業高等専門学校

平成１１年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４応用化学専攻

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・電気シ
ステム工学専
攻

八戸工業高等専門学校

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４物質工学専攻

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４建設環境工学
専攻

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産工学専攻
一関工業高等専門学校

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４物質化学工学
専攻

平成２１年１０月　宮城工業高等専
門学校及び仙台電波工業高等専
門学校を統合

（情報システム工学専攻）
平成２１年１０月　募集停止

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４０
生産システム
デザイン工学
専攻

仙台高等専門学校

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年３０情報電子シス
テム工学専攻

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８情報システム
工学専攻

平成６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８生産システム
工学専攻

秋田工業高等専門学校

平成６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８環境システム
工学専攻

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２機械電気シス
テム工学専攻

鶴岡工業高等専門学校

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４物質工学専攻
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入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・電気シ
ステム工学専
攻

福島工業高等専門学校

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
物質・環境シ
ステム工学専
攻

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 
ビジネスコ
ミュニケー
ション学専攻

（機械・電子制御工学専攻）
平成１９年４月　募集停止平成１３年４月１日

独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 機械・電子制
御工学専攻

茨城工業高等専門学校

平成１９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２０ 
産業技術シス
テムデザイン
工学専攻

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２０ 複合工学専攻
小山工業高等専門学校

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２ 生産システム
工学専攻

群馬工業高等専門学校

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 環境工学専攻

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 
機械・電子シ
ステム工学専
攻

木更津工業高等専門学校

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 
制御・情報シ
ステム工学専
攻

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 環境建設工学
専攻

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 機械情報シス
テム工学専攻

東京工業高等専門学校

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 電気電子工学
専攻

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 物質工学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２ 電子機械シス
テム工学専攻

長岡工業高等専門学校

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 物質工学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 環境都市工学
専攻

平成２１年１０月　富山工業高等専
門学校及び富山商船高等専門学
校を統合

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２４ エコデザイン
工学専攻

富山高等専門学校

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 制御情報シス
テム工学専攻

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 国際ビジネス
学専攻

平成２１年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 海事システム
工学専攻

（機械・電気システム工学専攻，
機能材料工学専攻）
平成２１年１０月　募集停止

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 
機械・電気シ
ステム工学専
攻

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 機能材料工学
専攻
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入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２ 電子機械工学
専攻

石川工業高等専門学校

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 環境建設工学
専攻

平成１０年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産システム
工学専攻

福井工業高等専門学校

平成１０年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８環境システム
工学専攻

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産環境シス
テム専攻

長野工業高等専門学校

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８電気情報シス
テム専攻

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２電子システム
工学専攻

岐阜工業高等専門学校

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８建設工学専攻

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・電気シ
ステム工学専
攻

沼津工業高等専門学校

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
制御・情報シ
ステム工学専
攻

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４応用物質工学
専攻

平成６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８電子機械工学
専攻

豊田工業高等専門学校

平成６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８建設工学専攻

平成６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４情報科学専攻

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２電子機械工学
専攻

鈴鹿工業高等専門学校

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８応用物質工学
専攻

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４海事システム
学専攻

鳥羽商船高等専門学校

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８生産システム
工学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
電気・制御シ
ステム工学専
攻

舞鶴工業高等専門学校

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
建設・生産シ
ステム工学専
攻

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・電子シ
ステム工学専
攻

明石工業高等専門学校

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
建築・都市シ
ステム工学専
攻
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入学
定員専　攻　名専　攻　科　名

平成４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８機械制御工学
専攻

奈良工業高等専門学校

平成４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８電子情報工学
専攻

平成４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４化学工学専攻

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８メカトロニク
ス工学専攻

和歌山工業高等専門学校

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８エコシステム
工学専攻

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産システム
工学専攻

米子工業高等専門学校

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４物質工学専攻

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４建築学専攻

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
生産・建設シ
ステム工学専
攻

松江工業高等専門学校

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２電子情報シス
テム工学専攻

平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・制御シ
ステム工学専
攻

津山工業高等専門学校

平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
電子・情報シ
ステム工学専
攻

平成１０年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８機械電気工学
専攻

呉工業高等専門学校

平成１０年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８建設工学専攻

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４海事システム
工学専攻

広島商船高等専門学校

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８産業システム
工学専攻

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４機械制御工学
専攻

徳山工業高等専門学校

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４情報電子工学
専攻

平成７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４環境建設工学
専攻

平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２生産システム
工学専攻

宇部工業高等専門学校

平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４物質工学専攻

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４経営情報工学
専攻
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平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４海洋交通シス
テム学専攻

大島商船高等専門学校

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
電子・情報シ
ステム工学専
攻

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８構造設計工学
専攻

阿南工業高等専門学校

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
電気・制御シ
ステム工学専
攻

平成２１年１０月　高松工業高等専
門学校及び詫間電波工業高等専
門学校を統合

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２４ 創造工学専攻
香川高等専門学校

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１８ 電子情報通信
工学専攻

（生産工学専攻）
平成１６年４月　入学定員変更（１２
→８）

平成４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 生産工学専攻
新居浜工業高等専門学校

平成４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 電子工学専攻

平成１６年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 生物応用化学
専攻

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 海上輸送シス
テム工学専攻

弓削商船高等専門学校

平成１７年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 生産システム
工学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 機械・電気工
学専攻

高知工業高等専門学校

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 物質工学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 建設工学専攻

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２ 
機械・電気シ
ステム工学専
攻

久留米工業高等専門学校

平成５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 物質工学専攻

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年１２ 生産情報シス
テム工学専攻

有明工業高等専門学校

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 応用物質工学
専攻

平成１３年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 建築学専攻

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 生産工学専攻
北九州工業高等専門学校

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 制御工学専攻

（物質化学工学専攻）
平成１６年４月　化学工学専攻か
ら名称変更

平成８年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 物質化学工学
専攻
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平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 機械工学専攻
佐世保工業高等専門学校

平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８ 電気電子工学
専攻

平成９年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４ 物質工学専攻

平成２１年１０月　熊本電波工業高
等専門学校及び八代工業高等専
門学校を統合

　

平成２２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２４ 電子情報シス
テム工学専攻

熊本高等専門学校

平成２２年４月１日独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２４ 生産システム
工学専攻

（生産情報工学専攻）
平成２１年１０月　募集停止平成６年４月１日

独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８生産情報工学
専攻

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・環境シ
ステム工学専
攻

大分工業高等専門学校

平成１５年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８電気電子情報
工学専攻

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８機械電気工学
専攻

都城工業高等専門学校

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４物質工学専攻

平成１４年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４建築学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８
機械・電子シ
ステム工学専
攻

鹿児島工業高等専門学校

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年８電気情報シス
テム工学専攻

平成１２年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年４土木工学専攻

平成２１年４月１日
独立行政法人
国立高等専門
学校機構

２年２４創造システム
工学専攻

沖縄工業高等専門学校

平成１８年４月１日公立大学法人
首都大学東京２年３２創造工学専攻東京都立産業技術高等専門学

校

平成１７年４月１日公立大学法人
大阪府立大学２年２０総合工学シス

テム専攻
大阪府立大学工業高等専門学
校

平成１２年４月１日神戸市２年８機械システム
工学専攻

神戸市立工業高等専門学校

平成１０年４月１日神戸市２年８電気電子工学
専攻

平成１０年４月１日神戸市２年４応用化学専攻

平成１２年４月１日神戸市２年４都市工学専攻

平成１７年４月　育英工業高等専
門学校からサレジオ工業高等専
門学校に名称変更

平成１３年４月１日学校法人育英
学院２年１４生産システム

工学専攻

サレジオ工業高等専門学校

平成１７年４月１日学校法人近畿
大学２年１８生産システム

工学専攻
近畿大学工業高等専門学校

１,１９２　　　　　　　　　　　５６校　１３２専攻
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（２１）　大学評価・学位授与機構認定課程（各省庁大学校修了者）及び学位授
　　与者数一覧

（１）大学の学部に相当する教育を行う課程

学　士　の　学　位　取　得　者　数
修業
年限

認　定　課　程　名
合計平２２平２１平２０平１９平１８平１７平１６平１５平１４平１３平１２平１１平１０平９平８平７平６平５平４平３

７,８５０４０９３７５４４５４２４４２１３８０３３７４３９４０１３６７３５７３８９４３１４１７４１５３９３３６１３４３３８８３５８４年防衛大学校本科

１,２２８６７６３６２５９５８４６５４６５５０６２５３６８６７６６６１６１６４６４７０６８６年
防衛医科大学校医
学教育部医学科

３,４８５１６９２０６１９７１８１１６９１９７１８４１８４１６８１４９１６０１５８１８０１６９１５２１７５１８７１６１１８５１５４４年
独立行政法人水産
大学校本科

７７２３５３８３１４２３３４１４０４４２０３８３９４２４２４５４０３７４０４１４５３９４年
海上保安大学校本
科

２７２１５１０１３１７１５９１６１３１４１１１７１３１４１３１４１２１５１６１４１１４年気象大学校大学部

４,２７９１９４２１７２０９１９３２３４２１２２０６２０６２３５２１０１９０２０７２０８２１７２６３２５６２２１２２１１７１２０９４年
職業能力開発総合
大学校長期課程

６５８８９９８８６１０２９４１００８９－－－－－－－－－－－－－４年
国立看護大学校看
護学部看護学科

１８,５４４９７８１,００７１,０４３１,０１８１,０２４９８５９２６９５１８８８８３７８１６８７７９４２９２７９４５９３４８８８８４６８７３８３９合　　　　　　計

※申請：３月，学位授与：３月

（２）大学院の修士課程に相当する教育を行う課程

修　士　の　学　位　取　得　者　数
修業
年限

認　定　課　程　名
合　計平２２平２１平２０平１９平１８平１７平１６平１５平１４平１３平１２平１１平１０平９平８平７平６平５平４

１,１４３（３） ５５ （２） ６３ （１）６１６０５９５４６１６３６４６５６４６５６５６１７５７０６６６２６５２年
防衛大学校理工学
研究科（前期課程）

２０６ （２３） １０ （７） ３６ （１６）１８１５１２２０１５１６１７１７１９２１－－－－－－－２年
防衛大学校総合安
全保障研究科（前
期課程）　　　　

４２３ （５１） １４ （１４） ２０ （１８） ４２ （１９）２０２７２８３０２８２６２１２１２１１７２８２５２０２０１３１６２年
職業能力開発総合
大学校研究課程

１４１ （１９） ２０ （５） １０ （４） １６ （５） １５ （５）１１８１１５８１１７１３８１０８－－－－２年
独立行政法人水産
大学校水産学研究
科

 ３３  （２０） ７ （４） ８ （５） ６ （４） １９ （７）－－－－－－－－－－－－－－－２年
国立看護大学校研
究課程部看護学研
究科

２,０５２（１１６）１０６（３２）１３７（４４）１４３（２８）１２９（１２）１０９１１０１１７１１２１１５１１４１１１１２０９０９９１０８９０８６７５８１合　　　　　　計

※申請：前年度３月～４月，学位授与：９月　見込み申請：１２月，学位授与：３月
（　）内は修了見込み申請で内数

（３）大学院の博士課程に相当する教育を行う課程

博　士　の　学　位　取　得　者　数
修業
年限

認　定　課　程　名
合　計平２２平２１平２０平１９平１８平１７平１６平１５平１４平１３平１２平１１平１０平９平８平７平６平５平４平３

３４５２３１６１８１７２１２３１９２１１６１９２０２０１７１６１５１４１４１３１３１０４年
防衛医科大学校医
学教育部医学研究
科

３３５１０１１６５５－－－－－－－－－－－－－３年
防衛大学校理工学
研究科（後期課程）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－３年
防衛大学校総合安
全保障研究科（後
期課程）

３７８２８２６１９１８２７２８２４２１１６１９２０２０１７１６１５１４１４１３１３１０合　　　　　　計

※防衛医科大学校　申請：９月～１０月，学位授与：１月～３月
※防衛大学校　　　申請：前年度３月，学位授与：９月




